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第 1章 序論 

 

1.1 はじめに 

本章では、本論文で取り上げる液晶を用いた高周波応用に関して、まず液晶装

荷高周波デバイスの開発背景について述べ、液晶の概要について説明する。次に、

各種高周波線路および液晶を用いるマイクロ波ミリ波伝送線路の構造について

説明し、テラヘルツ波領域において液晶装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移相器

の開発を提案する。最後に本研究の目的および論文の構成について説明を行う。 

 

1.2 液晶装荷高周波デバイスの開発背景 

無線技術分野ではマイクロ波やミリ波、テラヘルツ波といった高周波の電磁

波を応用した代表的な分野として通信とレーダがあり、それぞれ通信方式およ

びレーダ方式の高度化と高周波回路の高性能化とともに発展してきた。通信分

野においては携帯電話やインターネットの利用が進むにつれて、人々はいつで

もどこでもすぐに連絡や情報交換などのやりとりができる。スマートフォンの

普及により画像伝送が一般的となり、国内だけではなく遠い海外で留学や仕事

をしていても家族と音声通話はもちろん、お互い顔の表情を見ながら会話でき

る時代となっている。一方、レーダ分野においては気象予報や災害予防の応用ま

たは自動車、船舶や飛行機などの乗り物が安全かつ円滑に運用できるように航

空機管制や海上航海用レーダおよび自動車用レーダ[1-4]などが開発されている。

また、軍事分野においても相手の動きを探知するため、様々なレーダの種類が使

用される。 

このように多くのメディアやチャンネルによる情報サービスがさまざまな伝

送経路を通して多くのユーザーに配信されるようになった。伝送経路における

無線環境の変化や伝送方式の交換は多種多様であり、その変化に柔軟に対応し

てシームレスに所望の伝送線路を選択し、受信できるようなアダプティブ技術

が重要となってくる。ベースバンドや IF(中間周波数)帯においてはロジック素子

やコンピュータによるのソフトウェア無線技術により、アダプティブ技術がす
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でに実現されている[5-8]が、マイクロ波やミリ波帯といった高周波においては

コンピュータの処理速度の限界から実現は難しい。そこで、マイクロ波ミリ波、

テラヘルツ波帯のアダプティブ技術として振幅、位相、周波数をアダプティブに

変化させることができるデバイスを開発し、これらを制御する方法が研究され

ている。このデバイスを電子的に制御することで、ハードウェアによる高周波ア

ダプティブ技術が実現できる。具体的に透磁率や誘電率を変化させることで伝

送線路の伝送特性を変化させることができる。磁性体を用い、透磁率を変化させ

る代表的な例として、静磁波を用いた可変遅延線[9-17]、可変発振器[18, 19]、非

線形応用の S/Nエンハンサ[20]などが研究されている。 

移相器の位相を変化させ、可変移相器を実現するためには透磁率を変化させ

る方法と電磁波の伝送路の長さを変える方法がよく知られている。透磁率を変

化させる方法の例としてフェライト移相器のように、伝送路に挿入してフェラ

イトに印加するバイアス磁界を変化させることにより透磁率μを変化させるも
のが利用されている。一方、電磁波の伝送路の長さを変化させる方法の例として

長さの異なる伝送路を 2 つ並列に設けて、ピンダイオードやショットキーバリ

アダイオードなどの半導体素子を用いて電磁波の通る経路を変えるものなどが

知られている。しかしながら、高周波帯におけるフェライトを用いた移相器は、

伝送路内に挿入したフェライト内を伝搬する高周波の速度の変化により位相を

変える特性を利用しているため、フェライト内を伝搬する高周波の損失が大き

いかつ外部磁界を作るための保持電流が大きく、消費電流が大きいという問題

などがある。また、半導体素子移相器において、ピンダイオードなどの半導体素

子を用いるものも、その挿入損失が大きく、特に 12 GHz以上の高周波では損失

が大きくなって適しない。また、半導体素子の場合も駆動電圧を印加し、順方向

では電流が流れるため、消費電力が大きくなるという問題などがある。 

一方、物質の誘電率を制御し、これを変化させることにより伝送特性を変化さ

せることができる高周波媒体のひとつとして液晶が注目されている[20-24]。液

晶は数 GHzから数百 GHzの周波数領域において、ほぼ一定の誘電異方性を有す

るため広帯域で使用することが可能である。高周波領域では、伝送線路を利用す

ることが一般的であるが、その伝送速度は伝送線路の電磁波が存在する誘電体

の誘電率に依存することから、誘電率を制御することにより伝搬遅延位相を制

御することができる。高周波領域において、誘電率を容易に制御できる点におい
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て液晶は非常に有利であり、液晶を使用することにより比較的容易に移相器を

実現可能であることがわかる。高周波領域において、液晶による損失がほとんど

なく、液晶分子の配向方向を制御するためにわずかな駆動電圧しか必要がない

ため消費電力も比較的に小さいからフェライト可変移相器などに比べて液晶が

非常に優れた誘電体材料である。これまで液晶は主にディスプレイや光シャッ

ターなどのような光学デバイスに広く応用されている[25-30]が、上述した液晶

の特徴を利用することで、磁性体を用いた手法よりも簡単な制御系であるため

液晶をマイクロ波ミリ波帯で用いられる伝送線路に装荷した研究が多く行われ

ている[31-41]。例を挙げると導波管にネマティック液晶を充填したマイクロ波

ミリ波帯可変移相器[24, 31]、マイクロストリップライン（Microstrip Line: MSL）

にネマティック液晶を用いたマイクロ波ミリ波帯可変移相器[32, 42] および可

変遅延線[43]、コプレーナ線路（Coplanar Waveguide: CPW）にネマティック液晶

を用いたマイクロ波ミリ波帯可変移相器[44]等が報告されている。 

これらの移相器をアレーアンテナに挿入することによりフェーズドアレーア

ンテナを実現できる。アレーアンテナとは、複数のアンテナを並列に配置し、各

アンテナからの出力を合成することにより、利得向上を図るものであり、フェー

図 1. 1 一次元フェーズドアレーアンテナ 
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ズドアレーアンテナでは状況に応じその指向性を変化させることが可能である。

図 1. 1 は一次元のフェーズドアレーアンテナの概要を示しており、給電位相の

制御により、アンテナを配置した面内でビーム方向を制御することができる。一

方、二次元にアンテナ素子を配置したフェーズドアレーアンテナは、任意の方向

にビームを制御することが可能であり、これまで利用されてきたパラボラアン

テナ等に替わる平面アンテナとしてレーダー用のアンテナとして用いられる 

[45-48] 。一方、レーダー以外にもフェーズドアレーアンテナはマルチパスフェ

ージング抑圧のため、移動体における地上デジタル放送受信 [49-51] 等での利

用が検討されてきた。衛星放送の受信において、複数の衛星からのサービスを受

信するためには、複数の受信アンテナを利用することが一般的であるが、フェー

ズドアレーアンテナを利用することでアンテナの方向を調整する必要がなくな

り、一つのアンテナで複数の衛星放送のサービスを受信することが可能になる。 

 

1.3 液晶の概要 

1.3.1 液晶発見の歴史 

1888 年オーストリアの植物学者ライニッツアはコレステロールと安息香酸の

エステル化合物物質の融点を測定するため、加熱して様子の変化を観察してい

たところ、固体（結晶）から液体へと変化する際に二段階の状態を経ることを発

見した。 

通常、物質が融解する温度である「融点」は、一つの物質に一つしか存在しな

いが、この安息香酸エステルは 144.5�で結晶から白く濁った粘性のある液体状

になり、178.5�で透明でさらさらとした液体へと変化した、翌 1889年ドイツの

物理学者レーマンは、ライニッツアからの手紙をきっかけに、加熱装置付の偏光

顕微鏡を作り、この安息香酸エステルを観察したところ、二つの融点の間の温度

域において、「複屈折」という効果を示すことを発見した。「複屈折」とは、全方

位光が一軸性結晶構造の物質を通過する際に、二つの直交した偏光に分かれる

効果であり、結晶の持つ性質である。このことから液晶が液体と結晶の両方の性

質を持つことが確かめられた。 
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液晶は発見されてから長くの間は物理的・化学的な主に学問的な興味で研究

が行われてきた。しかし、1960年代に入り、液晶に電界を印加することにより、

光を制御することが可能であるという研究が行われ、応用的な興味からも研究

が行われるようになった。1970年代の液晶パネルの TN式、そして 1990年代か

らの TFT-LCDなどの研究が次から次に報告された。既に 130年以上が経過した

が今日でも、新たな液晶の発見やデバイスの開発が続けられている。 

 

1.3.2 液晶の基礎 

液晶は、物質の三状態である気体・液体・固体の三つに分類されない四つ目の

状態である。気体と液体は密度によって分類され、液体と固体では、流動性と異

方性により分類される。液晶は、液体と固体の中間状態であり、液体の持つ流動

性と固体の持つ異方性をあわせ持つことから英語で liquid crystal（液体結晶）と

命名され、日本語ではそれを略して液晶と呼ばれている。液晶はいくつかの種類

に分類され、かつ同じ物質でも温度などの条件を変えることにより、数種類の液

晶相を示すものもある。 

液晶は、一般的には棒状の分子あるいは板状の分子から構成されており、異方

性と流動性を兼ね備えている物質である。しかし、異方性は液晶の分子の構造、

分子間相互作用、分子配列によって多様である。また流動性についても極めて粘

度が低くさらさらと流れるものから、非常に粘度が高く、中には固体と識別が容

易でないものもあるなどの様々な液晶が存在する。 

 

図 1. 2 液晶発見の歴史の概要図 
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1.3.3 液晶の分類 

液晶を大別するとネマティック（nematic）液晶、スメクティック（smectic）液

晶、コレステリック（choresteric）液晶の三つに分類される。これらの配向の様

子を図 1. 3 に示す。図 1. 3(a)に示すネマティック液晶は分子の長軸方向が揃う

のみで重心に関しての秩序は存在しない。配向方向が揃っているといっても分

子の全てが完全に平行ではなく、局所領域を見れば、ほぼ同一方向を向いている

といった方が良い。そこで、液晶分子の大きさに比べれば十分に大きな領域を考

え、その中での平均的な分子の配向方向を単位ベクトル n を用いて表し、これ

をダイレクタまたは配向ベクトルと定義する。ネマティック液晶の分子の多く

は細長い分子であり、長軸方向のみが揃っているが、分子の位置関係、すなわち

重心はランダムである。 

一方、図 1. 3(b) および図 1. 3(c)に示すスメクティック液晶は層構造をしてお

り、液晶分子のチルトの有無、層内での分子の秩序、層間での秩序の有無により

細かく分類されている。代表的なものとしては、図 1. 3(b)に示す層内での分子の

図 1. 3 液晶の種類 

n 
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位置に秩序が存在せずに、分子の長軸方向が層法線方向を向いているスメクテ

ィック A（SmA）相や、図 1. 3(c)に示す分子の位置の秩序は SmA相と同じであ

るが、分子長軸の方向が層法線方向からある角度だけ傾いているスメクティッ

ク C（SmC）相などがある。また、図 1. 3(d)に示すように、コレステリック液晶

は層構造をとるが、分子の長軸は各層で層内面にあり、互いに平行に配向してお

り、しかも層ごとにその配向方向が回転し螺旋構造をとる。なお、本研究で行っ

た実験は全て図 1. 3(a)に示すネマティック液晶を用いて行った。その理由につい

て、1.3.4節でネマティック液晶の特性を説明することに通じて述べる。 

 

1.3.4 ネマティック液晶 

ネマティック液晶は液晶の中でも最も粘度が低く流動性が大きいため、水等

の液体と同様に簡単に流すことができることや、入れ物の形状に合わせて形を

変えることができるといった特徴がある。ネマティック液晶は分子の重心位置

について長距離的な秩序を持たず、配向に関して短距離的秩序のみを持つ。液晶

は一般的に単一の分子のみで発現する場合と、数種類の化合物を混合した系で

発現する場合がある。研究以外の応用分野では、単一の液晶材料が用いられるこ

とは少なく、液晶状態を取る温度範囲や誘電異方性、弾性定数、さらには粘性等

を最適な状態とするために、数種類以上の化合物を混合（ブレンド）したものが

用いられる [52-54]。液晶は棒状分子からなるため、力学、電気、磁気および光

学特性に大きな異方性が存在する。ネマティック液晶を用いたデバイスでは、複

屈折、誘電異方性、弾性定数や回転粘度がデバイスの動作特性に大きな影響を与

える[55-58]。弾性定数と回転粘度は液晶デバイスの動作電圧と応答時間の測定

から決定することが可能である[59, 60]。一方、複屈折と誘電異方性は液晶デバ

イスの光学および電気特性を決め、通常は高い複屈折と大きな誘電異方性を持

つネマティック液晶材料が望ましい[61-64]。 
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1.3.5 液晶分子と電界の相互作用 

液晶はその多くが棒状分子からなるため、誘電率に大きな異方性が存在する。

図 1. 4に示すように、液晶分子のダイレクタ方向の誘電率を ∥と、ダイレクタ方
向と垂直な方向の誘電率を とし、この液晶分子が電界 E 中におかれた場合の

エネルギーを考えてみる。このうち、ダイレクタ方向の向き n に依存するエネ

ルギー は、 

( ∙ )              （1. 1） 

となり、この が最小となるように液晶分子は配列する。ここで、は誘電異方

性であり、 ∥ で表される。式(1. 1)からわかるように が最小になるの

は、 > 0のときには nと Eが平行の場合であり、 < 0のときには nと Eが

垂直の場合である。言い換えれば、誘電異方性が正の材料ではダイレクタ nは

電界 Eに平行な方向に、が負の材料ではダイレクタ nは電界 Eに垂直な方向

に、それぞれ液晶分子が配向することになる。誘電率は電界に対する分極の大き

さを意味するものであるが、その分極には電子分極、原子分極、イオン分極およ

び配向分極がある。その中で液晶の誘電率に主に寄与するのは、電子分極による

誘電率 と永久双極子モーメントによる誘電率 である。したがって、液晶の誘

電異方性は、電子分極の誘電異方性e、配向分極の異方性dにより、 

                         (1. 2） 

と表される。このとき分子の形状からe は必ず正の値をとるが、d は分子内

の永久双極子モーメントの向きに依存するため、材料によりその符号は異なる。 

図 1. 4 液晶分子の電界相互作用と方向に依存する比誘電率 
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また、同じ材料でも温度や周波数によって符号や大きさが異なることから、誘電

異方性は液晶材料の経緯・温度および周波数によってその符号や大きさが異

なる。       

次に、フランクの自由エネルギーと呼ばれる式を式 1. 3に示す[56, 65, 66]。 

( ) ( ){ } ( ){ } ( )2
0

2
33

2
022

2
11 2

1

2

1

2

1

2

1 nEnnKqnnKnKf ⋅Δ−×∇×++×∇⋅+⋅∇= εε  （1. 3） 

式 1.3の K11、K22、K33はそれぞれ図 1. 5に示す広がり、ねじれ、曲がり変形に

対応する液晶の弾性定数であり、フランクの弾性定数という。まず、もっとも簡

単な図 1. 5(b)のねじれ変形について考えると、式 1. 3は 

( ) ( )2
0

2
22 2

1

2

1 nEnnKf ⋅Δ−×∇⋅= εε            （1. 4） 

と表すことができる。さらに式 1. 4 を解いていくと、バイアス印加直後の閾値

電界は 

εε
π

Δ
=

0

22K
d

Ec                   （1. 5） 

となる。同様に、図 1. 5(a) および(c)の広がり、曲がり変形について考えると、

式 1. 3は 

( ) ( ){ } ( )2
0

2
33

2
11 2

1

2

1

2

1 nEnnKnKf ⋅Δ−×∇×+⋅∇= εε      （1. 6） 

と表せる。さらに、この式を解いていくと、バイアス電圧印加直後の閾値電界

については  

図 1. 5 配向場のひずみ 
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εε
π

Δ
=

0

11K
d

Ec  および εε
π

Δ
=

0

33K
d

Ec       (1. 7)
  

と表すことができる。式 1. 5および式 1. 7より、液晶層厚 d以外はすべて液晶

材料によって決定するため、閾値電界は層厚にのみ依存することが分かる。 

 

1.4 液晶を用いるマイクロ波ミリ波伝送線路 

図 1. 6 に示すように高周波領域において信号を伝送するため、主に同軸ケー

ブル、方形導波管、円形導波管などの伝送線路が用いられる。本研究では、マイ

クロ波ミリ波領域においてはコプレーナ線路 (Coplanar Waveguide: CPW) 型移

相器とマイクロストリップライン (Microstripline: MSL) 型移相器について研究

を行った。また、新しい周波数領域としてテラヘルツ波領域においては NRD 

(Non-Radiative Dielectric: NRD) ガイド型移相器について研究を行った。 

マイクロ波ミリ波帯といった高周波帯では、信号を伝搬させるために伝送線

路が用いられる。その中で最も多く用いられる伝送線路はMSLあり、その構造

を図 1. 7 (a)に示す。一般的なMSLでは接地導体を含めて 2個以上の導体が平行

にあり、それらが同一媒質中ではなく空気と誘電体のように、2種類の媒質に線

路がある場合は同軸線路のようなTEMモードにはならないことが知られている 

図 1. 6 各種マイクロ波からテラヘルツ波領域の伝送路 
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[67, 68] 。基本MSLの電磁界分布を図 1.7 (b)に示しており、周波数が低い場合

には電磁界分布を断面に持ち、TEM 波に近いモードとなる。周波数はゼロであ

る場合、すなわち直流の場合には完全に電界も磁界も全て中心導体線路に垂直

な面内にある TEMモードとなる。一方、周波数が高くなると誘電体基板上に表

面波を励起し、この表面波モードと結合するため、電磁波の進行方向に電界およ

び磁界成分を持つハイブリッドモードとなる。実際に使用する場合、表面波との

モード結合による損失を避けるため、結合の少ない周波数で使用するため、ほぼ

TEM波として扱い、準 TEMモードと呼ぶ。さらに、回路への組み込みやすさな

どからMSLが用いられる機会は多くなっている。構造的には裏面に接地導体を

形成し、表面に線状の中心導体線路を形成し、中心導体線路と接地導体との間に

誘電体が挟まれており、この部分にのみ誘電体が存在する構造となっている。 

一方、図 1. 8 (a)に示すように板状高周波誘電体基板の表面の中央部に線状の

導体箔を形成し、この中心導体線路に電磁波を伝達させる伝送線路が CPWであ

る。このとき、中心導体線路の両端に線状の空隙部を設け、その外側に接地導体

図 1. 7 基本MSLの構造と電磁界分布 

(a) 構造

(b) 電磁界分布 
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を作製する。これにより中心導体線路と接地導体が同一平面上に存在すること

になり、図 1.8 (b)に電磁界分布を示すように、中心導体線路から接地導体に向か

う電界によって電磁波が伝送する。CPW 線路においても MSL と同様に伝送モ

ードは準 TEMモードである。 

伝送線路に伝搬させる信号の速度や実効波長は伝送線路における実効誘電

率により決定される。また、伝送線路の実効誘電率は伝送線路が構成される媒体

や伝送線路構造により決められるため、媒体と断面構造が伝送線路の重要なパ

ラメータの一つとなっている[47]。伝送線路の実効誘電率を変化させることによ

り実効波長も変化し、線路に伝搬させる信号の遅延位相も変化する。MSL と

CPWは平面構造を持つことから、液晶を比較的容易に装荷できる。そのため、

液晶としてネマティック液晶を用い、伝送線路として CPWまたは MSL を用い

た液晶装荷 CPW型または MSL 型マイクロ波ミリ波移相器を中心に研究されて

いる。 

 

図 1. 8 基本 CPWの構造 

(a) 構造

(b) 電磁界分布 
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1.5 液晶を用いるテラヘルツ波伝送路の提案 

現状の通信環境では通信量の増加、周波数帯域の飽和による混信が発生し、通

信障害等も頻繁に起きているため、新たな周波数領域としてテラヘルツ波帯が

検討されている[69, 70]。テラヘルツ波領域は未開拓周波数領域と言われ、今ま

で用いられる周波数領域に比較すると、数十倍以上も高い周波数領域の電磁波

である。そのため、テラヘルツ波の制御が非常に困難であるが、通信機器に応用

された場合、更なる大容量かつ高速通信が可能になる。1. 4 節で説明した CPW

あるいはMSLのようなプリント基板の伝送線路においては、テラヘルツ波のよ

うな高い周波数領域では伝送損失は著しく大きいと報告されている [71] 。一方、

NRD ガイド型伝送線路は高周波領域において、プリント基板に比べて格段に低

損失である。さらに、一般の誘電体線路と比べ、NRD ガイドは線路の曲がりや

不連続部分では不要な放射波が発生しないという特徴がよく知られている。 

図 1.9 (a) に示すように、NRDガイドの構造は一般的に 2枚の金属板の間に誘

電体が挟まれる構造となっている。一般に、2枚の平行平板金属板に誘電体を挟

み込んだ構造の伝送路の動作モードは TEモード(Transverse Electric Mode)、LSE

モード (Longitudinal Sectional Electric Mode)および LSM モード (Longitudinal 

Sectional Magnetic Mode)の 3種類があるが、本研究に図 1.9 (b)に示す NRDガイ

ドの動作モードして機能する LSMモードを使用する。このように、本研究にお

いて、今までに、主にミリ波帯で研究された NRDガイドの優れた特徴を利用し

て、NRD ガイドの固体誘電体部分の代わりに液晶を用い、はじめて液晶装荷

(a) 構造 (b) LSMモードの電磁界分布 

図 1. 9 NRDガイドの構造と LSMモードの電磁界分布 
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NRD ガイドを提案し、テラヘルツ波領域における液晶装荷 NRD ガイド型テラ

ヘルツ波移相器を実現することを検討する。 

 

1.6 本研究の目的 

一般的に光デバイスとして用いられる液晶層の厚さは 5	m以下と薄いものが
ほとんどである。例えば、図 1. 10に液晶パネルの構造を示すように、2枚のガ

ラス基板の間に液晶層が挟まれたサンドイッチ構造となっている。液晶層の厚

さは約 5 mで髪の毛の太さのわずか 10分の 1であり、極めて薄いものである。

このデバイスに駆動電圧を印加した際の立ち上がり応答時間はもちろん、駆動

電圧を除去した際の立ち下がり応答時間も極めて短く、実際デバイスの応用上

大きな問題はない。さらに、デバイスを動作させるための電圧が数 V 程度しか

必要がなく、電流も液晶の配向を変化させるときのみに流れるため、消費エネル

ギーの点でもネマティック液晶は非常に優れた材料である。 

それに対して、ネマティック液晶装荷マイクロ波ミリ波デバイスまたはテラ

ヘルツ波デバイスにおいては、液晶層厚が薄ければ薄いほど導体損による挿入

損失が増大することが知られており、液晶ディスプレイや液晶パネルなどのよ

うな薄い液晶層厚を用いることはできない。そのため、マイクロ波やミリ波、テ

ラヘルツ波デバイスでは多くの場合は液晶層の厚さは数十m～数百m以上で
構成されることがほとんどである。しかし、液晶分子の立ち下がり応答時間は液

図 1. 10 液晶パネルの断面 
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晶層厚の 2 乗に比例して増加するため、立ち下がり応答時間が数秒～数百秒と

長くなり、立ち上がり応答時間の 100 倍以上になってしまい、アダプティブデ

バイスとして使用する際の応答時間の長さなどが問題となってくる[72]。この問

題を解決するため、ネマティック液晶を用いたマイクロ波ミリ波デバイスにお

いて、ネマティック液晶に少量の重合性モノマーを添加し、液晶相において紫外

線照射することにより重合した高分子安定化ネマティック液晶  (Polymer 

Stabilized Nematic Liquid Crystal: PSNLC) の利用が検討されている[73, 74]。この

改善方法について簡単に説明すると、液晶層内に高分子のネットワークを形成

し、液晶層内に境界面を複数持たせることで実質的に層厚を薄くしたものと同

様の効果を得ることができ、それにより立ち下がり応答時間の改善を図るもの

である。過去の研究結果をまとめると表 1 のようになる。これまでの研究成果

により、マイクロストリップライン (Microstrip Line: MSL) 構造に用いられる不

透明な誘電体基板でも適用が可能な熱重合型の PSNLCでは、立ち下がり応答時

間を減少できたが約 46 s 程度であり、応答時間が改善されたと言ってもまだ非

常に長いと言える。また、テストセルである ITO ガラス平行平板液晶セルにお

ける光重合型との比較により応答時間の改善度が低いなど、均一な高分子ネッ

トワークの形成が困難であり、熱重合型 PSNLCの利用が困難であることがわか

った。 

一方、高周波線路と接地導体が同一平面上にあるコプレーナ線路を伝送線路

とし、液晶の上部基板にガラス基板を用いることにより、上部基板から紫外線照

射による重合が可能な構造とした。このとき、表 1にも示すように、立ち下がり

応答時間を 1 s以下に改善されたことを確認できた。しかし、高周波電界の半分

表 1 過去の研究成果 
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以上が液晶以外の部分を透過するため、位相変化が小さくなるなどの問題があ

る[75]。そこで本論文では、光重合型の PSNLCを取り上げ、CPW型移相器の特

性を明らかにするとともにMSL型移相器の構造を見直すことにより、はじめて

液晶中への紫外線照射による重合が可能な液晶装荷MSL型移相器の構造を提案

し、光重合型 PSNLC装荷MSL型移相器の応答改善を検討する。 

さらに、ネマティック液晶を用いたテラヘルツ波デバイスにおいて液晶層を

単純に薄くする方法や二周波駆動の改善方法や液晶／ナノファイバー複合体の

使用による改善方法などがある。二周波駆動の改善方法を簡単に説明すると誘

電異方性が正の液晶に電界を印加すると液晶分子が電界方向に配向するが、電

界を除去した際にはアンカーリング力が働き、液晶分子を初期配向へ再配向さ

せる。このとき、液晶分子は電界の影響を受けないため、電界を印加した際と比

べ応答時間が非常に長い。そのため、積極的に電場を印加することで、初期の配

向状態へ戻すことが出来ればより短い応答時間を得ることが出来ると考えられ

る。また二周波駆動液晶の誘電異方性(∆ε)は、低周波電場下では正、高周波では
負となる。そこで上記のような特性を実現するために、本研究では二周波駆動液

晶ネマティック液晶を用いることが有効であると考えられる。 

最後に、液晶／ナノファイバー複合体の使用による改善方法について簡単に

説明する。液晶／ナノファイバー複合体を作製するために液晶層内にナノファ

イバーが導入される。このとき、ナノファイバーと接する液晶分子がアンカーリ

ング力を受けることから実質的に液晶層厚がナノファイバーの間隔であるとみ

なすことができ、液晶層厚は薄くなったのと同様の効果が得られる。一般的な液

晶を用いたときの立ち下がり応答時間は液晶層厚の 2 乗に比例すると知られて

おり、ナノファイバーとの複合化により実質的な液晶層厚を減少させ、立ち下が

り応答時間の改善を図るものである。 

このように、マイクロ波やミリ波、テラヘルツ波の液晶装荷移相器について取

り上げ、応答時間は 1 s以下を目標とし、各移相器の特性を研究しそれぞれの移

相器に対して応答改善を図ることを本研究の目的とする。その際、各移相器の位

相変化量を考察し、実際のデバイスに応用する際に 360°の位相変化量を実現す

る可能性を検討する。 
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1.7 論文の構成 

論文の構成について、簡単に述べる。なお、本論文の構成の概略を図式化した

ものを図 1. 11に示す。 
 第 1章では、研究の背景について述べ、液晶の概要を説明した。次に、晶装荷

マイクロ波ミリ波伝送線路について説明し、テラヘルツ波領域において液晶装

荷テラヘルツ波伝送路を提案し、最後に本研究の課題と目的および論文の構成

について示した。 

第 2 章では、マイクロ波ミリ波の伝送線路として液晶を装荷するマイクロ波

ミリ波移相器である液晶装荷 CPW型移相器および液晶装荷 MSL 型移相器の構

造について説明し、位相変化原理を中心として動作原理について述べる。それぞ

れの特徴から液晶装荷マイクロ波ミリ波移相器として使用した場合の作製要領

や特性への影響等を検討する。さらに、実際に作製した液晶単体装荷 CPW型お

よびMSL型移相器の動作を確認し、それらの応答特性を検討する。 

第 3章では、液晶装荷 CPW型および MSL型マイクロ波ミリ波移相器の立ち

下がり応答時間の改善方法として、光重合型 PSNLCを取り上げ、立ち下がり応

答時間の改善の検討を行う。作製した ITO ガラス平行平板液晶セルを用い光重

合型PSNLCの重合性モノマー濃度による複素誘電率の駆動電圧依存性および過

渡応答特性への影響等について実験で検討し、その測定結果から、第 2 章で検

討した液晶単体装荷 CPW型と MSL 型マイクロ波ミリ波移相器に、液晶単体の

代わりに光重合型 PSNLCを導入した際の応答特性について検討する。 

 第 4 章では、テラヘルツ波および NRD ガイド型について説明し、液晶装荷

NRD ガイド型テラヘルツ波移相器の実現を提案する。次に、ネマティック液晶

5CB装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移相器の実験結果について説明する。   

第 5 章では、まず二周波駆動液晶および二周波駆動の改善方法について説明

し、ネマティック液晶 RDP-A4188 を用いて NRD ガイド型テラヘルツ波移相器

および ITO 平行平板セルに装荷し、応答時間の改善を検討する。次に、ナノフ

ァイバーの作製および液晶／ナノファイバー複合体による応答改善原理につい

て説明する。最後に、ネマティック液晶 RDP-A3123／ナノファイバー複合体を

用いて液晶装荷 NRD ガイド型テラヘルツ波移相器の応答改善について検討す

る。 

最後に、第 6章では本論文をまとめる。 
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図 1. 11 本論文の構成 
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第 2章 
液晶装荷 CPW 型および MSL 型 
マイクロ波ミリ波移相器 

 

2.1 はじめに 

これまで液晶は主にディスプレイや光シャッターなどのような光学デバイス

に広く応用されている[25-30]が、液晶分子は電界の影響で配向方向が変わるた

め、誘電率が簡単に制御され、磁性体を用いた手法よりも簡単な制御系である。

また、マイクロ波ミリ波領域において、物質の誘電率を制御し、これを変化させ

ることにより伝送特性を変化させることができるため、高周波媒体のひとつと

して液晶が注目され、液晶をマイクロ波ミリ波帯で用いられる伝送線路に装荷

した研究が多く行われている[31-41]。例を挙げると導波管にネマティック液晶

を充填したマイクロ波ミリ波帯可変移相器[24, 31]、MSLにネマティック液晶を

用いたマイクロ波ミリ波帯可変移相器[32,42]および可変遅延線[43]、CPW にネ

マティック液晶を用いたマイクロ波ミリ波帯可変移相器[44]等が報告されてい

る。 

本章では、マイクロ波ミリ波の伝送線路として液晶を装荷するマイクロ波ミ

リ波移相器である液晶装荷 CPW 型移相器および液晶装荷 MSL 型移相器の構造

について説明し、位相変化原理を中心として動作原理について述べる。それぞれ

の特徴から液晶装荷マイクロ波ミリ波移相器として使用した場合の作製要領や

特性への影響等を検討する。次に、駆動電圧が印加時の液晶装荷 CPW型移相器

および液晶装荷MSL型移相器の高周波電界の比較を行うとともに、本研究で用

いるマイクロ波ミリ波測定系を説明する。最後に、実際に作製した液晶単体装荷

CPW型およびMSL型移相器の動作を確認し、それらの応答特性を検討する。 
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2.2 液晶装荷 CPW 型移相器の構造・動作原理および作製方法 

2.2.1 構造 

液晶分子の配向方向を変化させることである方向の液晶の誘電率を変化させ

ることができる。マイクロ波ミリ波領域において液晶を用いたデバイスでは、液

晶を伝送線路に装荷し、外部から駆動電圧を印加することにより液晶の配向を

制御することができ、伝送線路の特性を変化させることが可能である。これまで

主に液晶装荷 CPW 型移相器また液晶装荷ＭSL 型移相器を中心に研究されてき

た[76-78]。 

CPW型伝送線路は、高周波誘電体基板の片側表面に中心導体線路と接地導体

が配置された平面伝送線路の一つであり、主に伝送距離の短い集積回路内で使

用されている。液晶装荷 CPW型移相器の構造を図 2. 1に示す。液晶装荷 CPW

型移相器は上部基板と下部基板から構成される。下部基板は基本の CPW型伝送

線路であり、高周波誘電体基板により作製される。一方、上部基板はスライドガ

ラス基板である。上部基板と下部基板の間に厚さ d の液晶層を挟み込むことに

より液晶装荷 CPW型移相器が実現される。液晶層との両界面には配向膜として

ポリイミド膜が形成されており、液晶分子に初期配向を与えるため、CPWの伝

送線路の伝搬方向と平行な方向にラビング処理が施されている。液晶装荷 CPW

型移相器において電磁界分布は同軸線路の分布と近いことから同軸線路との結

図 2. 1 液晶装荷CPW型移相器の構造
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合は容易である。 

液晶層の両境界面には導体線路方向にアンチパラレルラビング処理されたポ

リイミド膜が形成される。また、駆動電圧を印加するために外部回路が中心導体

線路および接地面に接続されている。中心導体線路幅や導体線路と接地導体の

隙間などの構造は特性インピーダンスを考慮して決定される。また、一般的な

CPWでは導体線路は空気中に露出しているが、液晶を使用した CPW型移相器
では導体線路の上部には液晶層があり、さらに液晶層を保持するため液晶層上

部にスライドガラス基板や誘電体基板などを追加するため、これらが特性イン

ピーダンスに与える影響も考慮する必要がある。 
 
2.2.2 液晶装荷 CPW 型移相器の動作原理 

図 2. 2に液晶装荷 CPW型移相器の動作原理の概念図を示す。図 2. 2(a)のよう

に液晶への駆動電圧を印加しない場合、液晶分子は上部基板と下部基板の基板

表面に施されたポリイミド配向膜の配向規制力により、導体線路に沿うように

配向する。このとき、中心導体線路から放射される高周波電界は、液晶分子の短

軸方向の誘電率 を感じることになり、実効誘電率をε(0)とするとε(0)は と一

致する（ε(0)＝ ）。 
一方、図 2. 2(b)のように駆動電圧を印加した場合、中心導体線路と接地導体の

間に電界が生じ、この電界は液晶に配向させる力が働くため、液晶分子はこれに

沿って再配向する。この際、CPW型移相器の高周波電界の方向は液晶分子の長

軸方向とほぼ一致するため、高周波電界が感じる液晶層の比誘電率は長軸方向

の比誘電率である ∥とほぼ一致する。その高周波電界の実効誘電率をε(V)とする
とε(V) ≈ ∥である。これより、液晶装荷 CPW型移相器において駆動電圧を制御

することによりマイクロ波ミリ波移相器が実現できる。 

 ここで、移相器の伝送線路長を 、使用周波数を 、光速を とすると、移相器

の遅延時間∆τ(V)および移相変化量∆φ(V)は、 

       ∆τ(V) = ( ∥ − √ 	)  

           ∆φ(V) = 2π ( ∥ − √ 	) 																						= 2π ∆τ(V) 
となり、印加駆動電圧による遅延時間あるいは位相の制御が可能である。 

(2. 1) 

(2. 2) 
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2.2.3 液晶装荷 CPW 型移相器の作製方法 

CPW型移相器は以下のように作製される。まず、高周波誘電体基板(日本ピラ
ー工業，NF260A) の銅箔上にポジ型フォトレジスト（東京応化，OFPR-800）を

スピンコート（3500回転，5秒）により塗布する。この際、露光されないように

配慮する必要があり、暗室などで行う。次に、オーブンでプリベーク（85�，30

分）を行った後、図 2. 3に示すように、中心導体線路幅w = 300	μm、中心導体
線路と接地板とのギャップs = 50	μmのフォトマスクを銅箔の上に載せ、紫外線
露光機（山下電装，HYPERCURE200）で 30秒間露光を実施し、現像液（東京応，

(a) 駆動電圧 OFF

図 2. 2 液晶装荷CPW型移相器の動作原理 

(b) 駆動電圧 ON 
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NMD-W）で 30 秒間現像することによりエッチングする部分のみのレジスト部

分を取り除く。再びオーブンでポストベーク（130�，30分）を行い、塩化第Ⅱ

鉄によりエッチングを実施する。不要な銅箔部分を落とすことで図 2. 3 に示す

ように、中心導体線路幅w = 300	μm、ギャップs = 50	μmの CPW を作製した。

線路基板と液晶層と接する基板表面にはポリイミド配向膜(AL1254，JSR)をス

ピンコート法（3000回転，30秒）により形成し、アンチパラレル方向となるよ

うにラビング装置（EHC，RM-50）を用いてラビング処理を施した。その後、上

部基板と下部基板の間にスペーサーとして50	μmの PET フィルムを挟み込み、

接着し、液晶を注入し、液晶装荷 CPW型移相器を完成させた。実際に作製した

デバイスの写真を図 2. 4に示す。 

 

図 2. 3 CPW型移相器基板の作製過程 



24 
 

2.3 液晶装荷 MSL 型移相器の構造・動作原理および作製方法 

2.3.1 構造 

図 2. 5に一般的な MSLと液晶を用いた MSL型移相器の構造を示す。一般的

な MSL は図 2.5(a)に示すように、接地導体を含めて 2 つの導体が平行にある。

また、それらが同一媒質中ではなく空気と誘電体のように 2 種類の媒質間に線

路がある場合は、同軸線路のような TEMモードにはならないことが知られてい

る。しかし、回路への組み込みやすさなどからMSLが多く用いられる。中心導

体線路と接地面との間に誘電体が挟まれており、この部分にほとんどの誘電体

が存在する構造となっている。 

図 2. 4 実際に作製した液晶装荷 CPW型移相器 

図 2. 5 MSLの(a)一般的なMSL、(b)液晶装荷MSL型移相器の構造 

(a) 

(b) 
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一方、液晶を用いたMSL型移相器では、図 2.5(b) に示すように一般的なMSL

構造における誘電体部分が液晶層に置き換わられる。また、中心導体線路と接地

面を保持するための誘電体基板が新たに線路上部基板と接地面下部基板に配置

されている点が異なっている。基板表面には CPW型移相器と同様に配向膜とし

てポリイミド (JSR，AL1254)を膜スピンコート法により形成し、アンチパラレル

ラビング処理を施した。また、液晶装荷 MSL 型移相器構造では通常の MSL と

異なり、液晶層を介して対向する基板側に中心導体線路を有するため、低損失、

広帯域性幅を維持しながら一般のMSL、CPWや同軸ケーブル等の通常用いる他

の高周波伝送線路と直接接続することが困難である。このため、液晶装荷 MSL

型マイクロ波ミリ波移相器の実用化のためには、低挿入損失、広帯域で作動する

変換器が必要となり、本研究では、図 2. 6に示すように、MSL-CPW変換器構造

により通常のCPW型移相器を液晶装荷MSL型移相器と接続する方法を用いた。 

図 2. 6 は CPW-液晶装荷 MSL 変換器を有する液晶装荷 MSL 型マイクロ波ミ

リ波移相器の構造を示す。本移相器は CPW部、CPW-MSL変換部、液晶装荷MSL

部で構成されている。実際のデバイスでは液晶装荷 MSL 部の両端を CPW型部

に接続するため、2つの変換部を使用した構造となる。この変換器は高周波誘電

体基板により構成されている。図に示すように、下部基板の上面は CPWおよび

CPW の接地導体と同一面上に接続される液晶装荷 MSL 部の接地導体が構成さ

れている。詳細の設計についてはCPW型部の中心導体線路幅が800 μmであり、
中心導体線路と接地導体の間の間隙を 100 μmとする。上部基板の下面にはMSL

の中心導体線路が配置されており、この中心導体線路の幅は 200 μmである。
CPW-MSL 変換部では、CPW 型部の中心導体線路と上部誘電体基板の液晶装荷

MSLの中心導体線路は変換部の長さ 1 mm 全体に渡って、CPW型部の中心導体

線路の上に重なっている。この部分に不整合が発生しないよう、CPW部の間隙

を 100 μmから 200	μmに広げており、特性インピーダンスを Ω  50 としている。

また、上部基板は 4隅に配置したスペーサ（厚さ 100	μm）によって下部基板と
平行に固定されている。変換器ははんだにより接合されており、CPW型部の中

心導体線路とMSLの中心導体線路は電気的に接続されている。これら二つの基

板の間に形成された空間に液晶材料を充填する。この液晶層は、通常のMSLの

構造での誘電体層としての役割を果たす部分である。なお、本研究に使用した高

周波誘電体基板(日本ピラー工業，NF260A)の比誘電率は =2.6である。実際に
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作製した CPW-液晶装荷 MSL 変換器を有する液晶装荷 MSL 型マイクロ波ミリ

波移相器（以下、液晶装荷MSL型移相器）の写真を図 2. 7に示す。 

 

 

図 2. 6 CPW-液晶装荷MSL変換器を有する液晶装荷 
        MSL型移相器の構造の(a) 概要図、(b)側面および上面図 

(a) 

(b) 
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2.3.2 液晶装荷 MSL 型移相器の動作原理 

図 2. 8に液晶装荷MSL型移相器の動作原理を示す。図 2. 8(a)のように駆動電

圧を印加しない場合、液晶層の両境界面に接する基板表面に形成されたポリイ

ミド膜のラビング処理による配向規制力によって、液晶分子は基板に沿って中

心導体線路と平行に配向する。このとき、中心導体線路から放射される高周波の

電界はすべて接地面に放射されるため、主として高周波電界は液晶分子の短軸

方向の誘電率を感じることになる。このときの実効誘電率ε(0)は液晶の分子短軸
方向の誘電率ε とほぼ一致する。 

一方、図 2. 8(b)のように駆動電圧を印加した場合、中心導体線路と接地面の間

に駆動電界が生じ、この電界は配向規制力が液晶分子に働くため、液晶分子はこ

の電界に沿って再配向する。そのため、高周波電界が感じる液晶分子の実効誘電

率が変化し、ε(V)とすると液晶層の平行誘電率ε∥とほぼ一致する(ε(V) ≈ ε∥)。こ
こで、移相器の中心導体線路長を 、使用周波数を 、光速を とすると移相器の

遅延時間∆τ(V)および移相変化量∆φ(V)は、それぞれ 

   
             

 
 
 
 
で表され、実効誘電率ε(V)を駆動電圧により制御することで遅延時間あるいは位
相を制御できることがわかる。 

(2. 4) 

∆τ(V) = ( ∥ − ) 
∆φ(V) = 2π ∥ −  = 2π ∆τ(V) 

(2. 3) 

図 2. 7 実際に作製した液晶装荷MSL型移相器 
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2.4 液晶装荷CPW型およびMSL型移相器を用いた液晶デバイスの比
較と検討 

図2. 9に液晶装荷CPW型およびMSL型移相器の高周波電界の相違点を示す。

液晶を用い、マイクロ波ミリ波移相器に CPW 型移相器の構造を採用した場合、

図 2. 9(a)に示すように、高周波電界は中心導体線路から両側の接地導体面に放射

High frequency  

electric field 

(a) (b) 

図 2. 9 液晶装荷移相器の高周波電界の(a)CPW型、(b)MSL型 

図 2. 8 液晶装荷MSL型移相器の動作原理 

(b) 駆動電圧 ON 

(a) 駆動電圧 OFF

(0) =  

ε(V) ≈ ∥ 
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するため、高周波電界の約半分は液晶部分を伝搬しており、半分以上が下部基板

の誘電体部分や空気などの液晶以外の部分を透過するため、液晶層の誘電異方

性の変化が小さく、得られる位相変化も小さいことがわかる。一方、MSL 型移

相器の構造を採用した場合では、中心導体線路からの高周波電界のほぼすべて

は液晶層を通り、接地面に放射するため、液晶層の誘電率の変化の大部分を利用

することができ、得られる位相変化も大きい。これらのことから、CPW型移相

器に比較してMSL型移相器を利用した方が約 2倍大きな位相変化量が得られる

と考えられる。CPW 型移相器よりも MSL 型移相器の方が効率が良いことがわ

かる。 

CPW型移相器は、下部基板を誘電体基板にして、上部基板はガラス等で構成

されることから、紫外線照射による高分子安定化が可能である。また、装荷した

液晶の状況の観察なども容易なため、作製に関しては CPW型移相器の構造の方

が容易であると考えられる。一方、液晶を用いた MSL 型移相器はその構造上、

液晶層を挟む両面の基板が誘電体基板で構成されることになり、光学的に不透

明となるため、一般的に上部基板から、あるいは下部基板からの紫外線照射によ

る高分子安定化が適用できない。しかし、本研究では液晶装荷MSL型移相器の

上部基板幅を小さくし、側面から紫外線を照射することで光重合型 PSNLCを利

用することを可能としている。 

 

2.5 マイクロ波ミリ波測定系  

2.5.1 立ち上がり応答時間および立ち下がり応答時間の定義 

 

図 2. 10 位相変化量と立ち上がり応答時間の定義 
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測定に際しては、図 2. 10示すように液晶セルに駆動電圧を印加してから位相

変化量が飽和値に達する量の 90%まで変化するのに要する時間を立ち上がり時

間と定義する。また、図 2. 11に示すように液晶セルから駆動電圧を除去してか

ら位相変化量が初期値の %10 までに戻るのに要する時間を立ち下がり応答時間

と定義する。 

 
2.5.2 マイクロ波ミリ波測定系 
図 2. 12および図 2. 13に、マイクロ波ミリ波領域における液晶装荷 CPW型移

相器および液晶装荷MSL型移相器の時間応答特性および位相特性の測定系を示
す。ベクトルネットワークアナライザ（Vector Network Analyzer：VNA）では、
被測定デバイスと 2つのハイパスフィルター（High Pass Filter：HPF）との間の
端面で校正を行った後、被測定デバイスの 20 GHzの測定周波数における伝送特
性 S21の位相を観測する。  

図 2. 12に示したファンクションジェネレーター（Tektronix，AC 1200）から駆

動電圧として 0 V～3.5 V、5 kHzの矩形波電圧を出力する。この矩形波電圧をパ

ワーアンプ（NF，HSA4051）に入力し、ここで 40倍に増幅された後にバイアス

Tに印加され、液晶装荷マイクロ波ミリ波移相器に印加する。なお、HPFは、こ

の印加駆動電圧が VNA に流れ込まないように機材保護の役割を果たしている。

印加駆動電圧を液晶装荷マイクロ波ミリ波移相器に印加すると同時にトリガー

が VNAに入力される。その瞬間から被測定デバイスの伝送特性 S21の位相量が

変化する様子を VNAのオシロスコープで波形を観測することができ、被測定デ

バイスを伝送する 20 GHzの周波数における応答時間特性および位相特性が測定

できる。 

図 2. 11 位相変化量と立ち下がり応答時間の定義 
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図 2. 12 マイクロ波ミリ波測定系 

図 2. 13 マイクロ波ミリ波測定系 
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2.6 液晶装荷 CPW 型および MSL 型移相器の動作確認 

当初、BL006 (Merck) ネマティック液晶単体 (0 wt%) を用い、CPW型および

MSL型移相器に装荷し、応答特性および位相変化の駆動電圧依存性を測定した。

本研究では、マイクロ波ミリ波移相器の特性を測定時に 20 GHzの周波数帯で実

施した。 

液晶単体装荷 CPW型移相器の測定結果に関して、立ち上がり応答時間を図 2. 

14(a)に示す。液晶単体では特に印加駆動電界が低い場合において、立ち上がり

応答時間が数百 ms となり、最大値は約 280 ms であった。これは、液晶層の電

界が強い中心導体線路と接地面間のギャップ部分の液晶分子は応答が完了した

状態であっても、それ以外の電界が微弱である部分の液晶分子がわずかながら

応答を続けており、結果的に全体としての立ち上がり応答時間が長くなったも

のだと考えられる。電界が高くなると立ち上がり応答時間が短くなり、1.25 V/μmの電界において約 50 msである。この結果より立ち上がり応答時間は駆動

電界に依存することがわかる。また、理論において立ち上がり応答時間は次の式

により求められる。 = | |( − ) 
ただし、  は粘性係数、E0 および Ec はそれぞれ駆動電界および閾値電界、( = 	 ∥ − 	 )は誘電異方性である。BL006ネマティック液晶の閾値電圧は 1.1 
Vであり、液晶装荷 CPW型移相器のギャップの幅は 50 μmであるため、閾値電
界は 0.022 V/μmとなる、すなわち =0.022 V/μmとなる。ここで、1 ( − )⁄
の値を横軸にし、実験で実際に求められた立ち上がり応答時間を縦軸とすると

立ち上がり応答時間と1 ( − )⁄ の関係が図 2. 14(b)のようになる。この図によ

り、立ち上がり応答時間は1 ( − )⁄ と比例する、すなわち( − )と反比例す
ることを確認できた。したがって、得られた液晶単体装荷 CPW型移相器の立ち

上がり応答時間はほぼ理論基づいた結果であると言える。立ち上がり応答時間

は1 ( − )⁄  の値と同時平行に減少し、1 ( − )⁄ が 0に接近すれば立ち上が

り応答時間も 0 sに近づくことがわかる。一つの液晶材料において閾値電圧は一

定であるため、これより液晶素子に印加される駆動電界を制御することで立ち

上がり応答時間を簡単に制御することができると考えられる。 

(2. 5) 
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立ち下がり応答時間および位相変化をそれぞれ図 2. 14(c)および図 2. 14(d)に

示す。一般的に、立ち下がり応答時間 は式： 	 =  

で計算される。ただし、 は粘性係数、 は液晶層厚、 は弾性定数である。図 2. 

14(c)に示すように、実際に測定した立ち下がり応答時間には式 (2. 6)の通りに印

加駆動電界にほとんど依存せず、1.25 V/μmの駆動電界において約 14 sとなり、

非常に長いことがわかった。一方、位相変化に関しては図 2. 14(d)に示すように、

1.25 V/μmの印加駆動電界のときでは、最大値 0.06 deg/GHz･mmの位相変化が

得られた。 

(2. 6) 

図 2. 14 液晶単体装荷 CPW型移相器の測定結果の 
(a) 立ち上がり応答時間、(b) 立ち上がり応答時間と1 ( − )⁄ の関係、 
(c) 立ち下がり応答時間、(d) 位相変化 

(d) 

(a) 

(c) 

(b) 
( − )⁄  
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液晶単体装荷 MSL 型移相器の応答特性測定においても CPW型移相器の場合

と同様に、測定周波数は 20 GHzとした。立ち上がり応答時間の測定結果および

立ち上がり応答時間と1 (E −E )⁄ との関係をそれぞれ図 2. 15(a)および図 2. 

15(b)に示す。図 2. 15(a)より、立ち上がり応答時間は駆動電界に依存し、0.5 V/μm
の駆動電界では約 205 ms であり、1.25 V/μmの駆動電界のときに 48 msとなり、

電界の増加により減少することが確認できた。また、図 2. 15(b)に示すように、

液晶単体装荷 CPW型移相器と同様に、液晶単体装荷 MSL 型移相器においても

実験で得られた立ち上がり応答時間はほぼ理論基づいた結果であると言え、移

相器に印加される駆動電界を制御することで立ち上がり応答時間を簡単に制御

することができると考えられる。 

立ち下がり応答時間および位相変化をそれぞれ図 2. 15(c)および図 2. 15(d)に

示す。立ち下がり応答時間に関しては、図 2. 15(c)に示すように、印加駆動電界

に依存せず、ほぼ一定値であり、約 48 s であることがわかった。また、この測

定結果を液晶単体装荷 CPW 型移相器の立ち下がり応答時間が 14 s であると比

べ、液晶単体装荷MSL型移相器の立ち下がり応答時間の方が約 3. 4倍長いこと

がわかる。これは CPW型移相器において、液晶層厚は 50 μmであることに対し
て MSL 型移相器の液晶層厚は約 91 μmであり、約 1.82 倍厚いからである。式 

(2. 6)にしたがって、液晶層厚が 1.82倍厚いと立ち下がり応答時間は 3.3倍長く

なるということが分かるように、液晶単体装荷 CPW 型移相器と液晶単体装荷

MSL 型移相器における立ち下がり応答時間は、ほぼ理論に基づいた変化をして

いると言える。位相変化については、図 2. 15(d)に示すように、印加駆動電界が

1.25 V/μmのとき最大値 0.133 deg/GHz･mmの結果が得られ、液晶単体装荷 CPW

型移相器の最大位相変化である 0.06 deg/GHz･mm と比較すると、液晶単体装荷

MSL 型移相器の位相変化が約 2 倍大きいことがわかった。これは 2.4 節でも説

明したように、液晶装荷MSL型移相器の構造では、中心導体線路からの高周波

電界のほぼすべては液晶層を通り、接地面に放射するため、液晶層の誘電率の変

化の大部分を利用することができ、CPW型移相器と比べ得られる位相変化が大

きいである。 

以上の測定結果により、液晶単体装荷 CPW 型移相器および MSL型移相器の

動作を確認できた。また、応答特性において、立ち上がり応答時間は両方とも 0.5 

s以下であったが、立ち下がり応答時間は数十秒であり、非常に長いことがわか
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った。液晶単体装荷 MSL 型移相器の立ち下がり応答時間の方が液晶単体装荷

CPW 型移相器より長いが、これは MSL 型移相器の方が液晶層が厚いからであ

る。実際のデバイスに応用するにはこれらの立ち下がり応答時間を改善する必

要があると考えられる。さらに、位相変化において液晶単体装荷 CPW型移相器

より、液晶単体装荷MSL型移相器の方が約 2倍大きい、MSL型移相器の方が効

率が良いことを確認できた。 

 

(a) 

(c) (d) 

(b) 

図 2. 15 液晶単体装荷MSL型移相器の測定結果の 
(a) 立ち上がり応答時間、(b) 立ち上がり応答時間と1 ( − )⁄ の関係、 
(c) 立ち下がり応答時間、(d) 位相変化量 

( − )⁄  
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2.7 まとめ 

本章では、液晶装荷 CPW 型および MSL 型移相器の構造と基礎的な CPW 型

およびMSL型伝送線路の相違点を述べた。次に、位相変化原理を中心としてそ

れぞれの移相器の動作原理について述べ、これらの特徴から液晶装荷マイクロ

波ミリ波移相器として使用した場合の作製要領や特性への影響等を検討した。

液晶装荷 MSL 型移相器を実用化するために CPW-液晶装荷 MSL 変換器を有す

る液晶装荷MSL型移相器の構造の使用を検討した。さらに、駆動電圧が印加時

の液晶装荷 CPW型移相器および液晶装荷 MSL 型移相器の高周波電界の比較を

行うとともに、本研究で用いるマイクロ波ミリ波測定系を説明した。液晶装荷

MSL 型移相器の構造の場合では、中心導体線路からの高周波電界のほぼすべて

は液晶層を通り、接地面に放射するため、液晶層の誘電率の変化の大部分を利用

することができ、得られる位相変化も大きいであるため、CPW型移相器に比較

してMSL型移相器の方が効率が良いことがわかった。最後に、実際に作製した

液晶単体装荷 CPW型および MSL 型移相器の動作を確認し、それらの応答特性

を検討した。液晶装荷 CPW型およびMSL型移相器の動作を確認できた。また、

測定結果により、液晶単体を用いる場合では立ち下がり応答時間は数十秒であ

り、非常に長いことがわかった。実際のデバイスに応用するには、これらの立ち

下がり応答時間を改善する必要があると考えられる。さらに、位相変化において

液晶単体装荷 CPW型移相器より、液晶単体装荷 MSL型移相器の方が約 2倍大

きい、MSL型移相器の方が効率が良いことを実験により確認できた。 
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第 3章  
光重合型高分子安定化ネマティック液晶による

CPW 型および MSL 型移相器の応答改善 

 

3.1 はじめに 

第 2章での測定結果より、液晶単体装荷 CPW型移相器および MSL型移相器

の応答特性において、立ち上がり応答時間は両者とも 0.5 s以下であったが、立

ち下がり応答時間は数十秒であり、非常に長いことが確認できた。これは、移相

器の液晶層が通常のディスプレイ等の液晶層と比べ非常に厚いからである。デ

バイスとして応用するには、この電圧を除去した際の立ち下がり応答時間を改

善する必要がある。本章では、液晶装荷 CPW型および MSL 型マイクロ波ミリ

波移相器の立ち下がり応答時間の改善方法として、光重合型高分子安定化ネマ

ティック液晶（Polymer Stabilized Nematic Liquid Crystal：PSNLC）を取り上げ、

立ち下がり応答時間の改善の検討を行う[73, 74, 79-85]。まず、高分子安定化ネマ

ティック液晶の基礎について、立ち下がり応答時間の改善の原理を説明すると

ともに、その調製方法や調製過程等について述べる。次に、テストセルとして

ITO ガラス平行平板セルの作製過程、液晶分子の初期配向方向を寄与するラビ

ング過程のラビング方向の違いについて説明する。また、作製した ITO ガラス

平行平板液晶セルを用い光重合型PSNLCの重合性モノマー濃度による複素誘電

率の駆動電圧依存性および過渡応答特性への影響等について実験で検討した結

果について説明する。さらに、ITOガラスを用いた平行平板液晶セルにおける光

重合型 PSNLCの測定結果から、前章で検討した液晶単体装荷 CPW型とMSL型

マイクロ波ミリ波移相器に、液晶単体の代わりに光重合型 PSNLCを導入した際

の応答特性について検討する。最後に、MSL 型移相器における高分子ネットワ

ーク形成の場所依存性を確認するため、3本線平行平板液晶セルを使用し検討を

行った結果を述べる。 
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3.2  ITO ガラス平行平板セルの作製 

3.2.1  ITO ガラス平行平板セルの作製過程 

実験には高屈折率異方性を有するネマティック液晶（Merck, BL006）を液晶材

料として使用した。図 3. 1(a)に示すように横 10 mm、縦 12 mm程度の ITOガラ

ス基板を切断して準備しておく。ガラス基板の電極がある面に幅 5 mmのビニル

テープを隙間なく貼り着け、塩酸溶液に約 10 分入れて ITO をエッチングする。

塩酸溶液から取り出し、洗浄した後に乾燥させ、テープの部分を剥がした。この

とき、電極 ITO はテープの下の部分、すなわち、ガラスの中央のみに所望の電

極が残る。その後、エッチングしたガラス基板をアセトンおよびエタノールで 15

分間超音波洗浄し、セルの基板とした。次に、液晶セルの作製手順の図 3. 1(a) お
よび図 3. 1(b)に示すように、まず、ガラス基板の表面に配向用ポリイミド(JSR， 

AL1254)を 1000 rpmで 5秒間、3000 rpmで 30秒間スピンコート(共和理研，K-

359S1)で塗布した。塗布した後、オブーン（ヤマト科学，DN4101）に入れ、1時

間 150�で加熱し、溶媒を飛ばしてポリイミド膜を成膜した。次に図 3. 1(c)に示

図 3. 1  ITOガラス平行平板セルの作製手順 
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すようにラビング装置（EHC，RM-50）を用いてアンチパラレルラビング処理を

行う。このラビング処理によって、ネマティック液晶分子がガラス面に対して平

行となる。 

配向処理を行った ITOガラスのそれぞれ ITO部分を重ねて、所望の厚さの PET

フィルムを挟み込み、光硬化剤（E.H.C，LCB-610）を用いて紫外線露光装置で

約 10分間紫外線を照射することによりガラス基板を固定し、図 3. 1(d)に示すセ

ル本体を作製した。その後、両端の ITO 部に超音波はんだごてを用いて銅線を

はんだ付けし、セルを完成させた。作製完成したセルを図 3. 2に示す。 

3.2.2 セル厚の測定方法 

(a)光学測定方法 

セル厚は、液晶を注入する前の空セルの透過スペクトルから求めた。透過スペ

クトルの測定方法は図 3. 3に示すように、顕微鏡（Nikon，Optiphot2-po1）と分

光器（浜松ホトニクス，PMA11）を用いて測定した。まず、サンプルのセルがな

い状態のスペクトルをリファレンスとして測定する。次に、液晶セルのスペクト

ルを測定し、リファレンスのスペクトルで割ることで透過スペクトルが得られ

る。 

空セルの透過スペクトルを測定すると、セルギャップに対応した干渉が現れ

る。ここで、隣り合う干渉ピークの波長を 、 とするとセル厚 dは 

                                     （3. 1） 

で与えられる。つまり、透過スペクトルからピーク波長 、 を求め、式（3. 1）

に代入することで、セル厚 dが求まる。 

一方、転送行列法を用いると、任意の構造の透過率を求めることができる。転

送行列法とは、マクスウェル方程式を行列形式に記述したものである。転送行列

法によって求められたガラス/空気/ガラスの透過率は 

)(2 12

21

λλ
λλ
−

=d

  図 3. 2 実際作製完成した ITOガラス平行平板セル 



40 
 

 
( )

















+
−−








+
−+

+=

c
d

n
n

n
n

n
n

T
ω

2cos
1

1
2

1

1
1

1

16

24

4

2

          （3. 2） 

で与えられる。ここで、ωは角周波数、cは光速、nは屈折率である。 

 転送行列法を用いたセル厚測定では、転送行列法によって計算した透過スペ

クトルと実験で得られた透過スペクトルを比較し、フィッティングすることで

セル厚 dが求まる。 

 

(b)誘電測定方法 

作製した ITOガラスセルを図 3. 4に示す。このとき、セルをコンデンサと見

なし、求めるのは上部基板と下部基板の間隔 dである。また、セル中の空気の比

誘電率 は 1であり、真空の誘電率ε は 8.854×10−12 F/mである。 

まず、上部基板と下部基板の重なっている ITO 部分の面積 S（赤色断線に囲

まれた部分）をデジタル顕微鏡（デジタルマイクロスコープ）を用いて測定する。

次に、図 3. 5のように、インピーダンスアナライザー（Agilent, 4192A）を用い

て静電容量 Cを測定する。 

一般に、平行平板コンデンサの容量 Cは 

           C =           （3. 3） 

図 3. 3 顕微鏡によるセル厚の測定系 
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で与えられる。上に述べたように空気の比誘電率 は 1 であるため、セルの厚

さ dは  = 0 SC             （3. 4）   

 

となり、測定した面積 Sおよび容量 Cを代入することにより、セルの厚さ dを
計算した。 

 

ITOガラス平行平板セルの電極部

図 3. 4 ITOガラス平行平板セルの電極部 

ITOガラス平行平板セル 

図 3. 5 空セルの静電容量の測定 
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3.3 PSNLC の基礎 

図 3. 6(a)に示すように、ネマティック液晶を液晶材料として少量の重合性モノ

マーを添加し、液晶相において紫外線照射することにより液晶中に高分子ネッ

トワークが形成し、これを光重合型高分子安定化ネマティック液晶と呼ぶ。一般

的に高分子を用いた液晶の応答改善には高分子分散液晶（Polymer Dispersed 

Liquid Crystal: PDLC）が知られているが、PDLCは PSNLCと比べて高分子の割

合が高く、図 3. 6(b)に示すように高分子中に液晶ドロップレットが形成された

構造をしている [86] 。PDLCは電圧を印加しない状態で高分子と液晶の屈折率

を合わせて透明状態を実現し、電圧を印加したときに液晶の屈折率が高分子の

屈折率と差を生じさせることにより散乱状態を実現して散乱型の表示素子とし

て使用される。マイクロ波応用を考えた場合に PDLC は高分子の占める割合が

高く、PSNLC と比較して電界に対して応答しない高分子の割合が大きくなるた

め誘電異方性が小さくなるという欠点がある。 

液晶の立ち上り応答時間(τ ) および立ち下がり応答時間(τ )は次のように表
される。 

   = | |( )       (3. 5) 

   =         (3. 6) 

ただし、  は粘性係数、E0 および Ec はそれぞれ駆動電界および閾値電界、( = 	 ∥ − 	 )は誘電異方性、 は液晶層厚、 は弾性定数である。ここで、立

ち上がり応答時間は液晶に駆動電界を印加した際に液晶分子が電界に沿って再

配向するのに要する時間である。また立ち下がり応答時間は駆動電界を除去し

た際に、液晶分子が初期配向方向に戻るのに必要な時間である。式（3. 5）から、

立ち上がり応答時間は駆動電界に依存することが分かる。一方、式（3. 6）から、

立ち下がり応答時間は液晶層厚の 2 乗に比例して長くなることが分かる。した

がって、ある素子の立ち下がり応答時間は液晶材料の材料定数が決まれば、その

素子の液晶層の厚さによって決まるといえる。 
ディスプレイ等の表示素子の分野に用いられる液晶に関しては、その液晶層

厚は10	μm以下と薄いものがほとんどであり、立ち下がり応答時間も比較的に短
くなる。一方、マイクロ波移相器等のマイクロ波デバイスに用いられる液晶の層
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厚に関しては、挿入損失を考慮したものになるため、通常 50	μmから数百μmで
あるため、立ち下がり応答時間は非常に長くなり、数秒から数十秒といったもの

になる。 
 PSNLC の場合、高分子ネットワークが配向規制力を持つため、基板と同様に

界面の役割を果たす。そのため、液晶分子はデバイスの基板以外にも、層内に形

成された高分子ネットワーク界面からの配向制御を受ける [87, 88] 。すなわち、
式（3. 6）に示した立ち下がり応答時間中の は、実際の液晶層厚ではなく、高分

子ネットワーク間の距離となるため、擬似的に液晶層厚を薄くしたのと同様の

効果が得られ、立ち下がり応答時間を改善することが期待できる。しかし、PDLC

と同様に液晶層の数が増えた分に応じて閾値電圧が高くなり、界面が増えるこ

とにより界面近傍のほぼ動かない液晶分子が多くなるため誘電異方性は低下す

る。ただし、PDLCと比較して添加する高分子量が少ないため誘電異方性の減少

は PSNLCの方が PDLCと比べて小さくなるという特徴がある。	

 

3.4 光重合型 PSNLC の調製 

液晶材料には、マイクロ波ミリ波移相器に適した高屈折率異方性を有するネ

マティック液晶 BL006（Merck）を使用した。図 3. 7に、このネマティック液晶

の相系列、各モノマーおよび重合開始剤の分子構造を示す。液晶中に高分子ネッ

トワークを形成させるための重合性モノマーとして、一官能性の Dodecyl 

Acrylate（DA） および二官能性の RM257（Merck）を使用した。また、光重合

開始剤として 2,2-dimethoxy-2-phenylacetophenone（DMPAP）を使用した [80, 81] 。

PSNLC の調製過程は、まず、液晶材料 BL006 と重合性モノマーの DA および

RM257 をそれぞれ所定の分量をサンプル瓶に投入し、加熱装置付マグネティッ

クスターラー（ASONE, RSH-4DN）で約 70�に保持しながら 30 分間撹拌する。

図 3. 6 光重合型 PSNLCおよび高分子分散型 (PDLC) 

(a) 光重合型 PSNLC (b) 高分子分散型液晶（PDLC） 
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これは室温では固体である二官能性モノマーRM257 を溶解するための処置であ

る。室温に戻した後、サンプル瓶に遮光措置を施し、光重合開始剤 DMPAPを必

要な分量を投入する。その後、約 40 に保持しながら 30分間撹拌したものを液

晶セルに封入し、紫外線照射による光重合により PSNLC を作製し、使用した。 
 

図 3. 7 ネマティック液晶 BL006の相系列および各モノマー、 

重合開始剤の分子構造 

 DA :  dodecyl acrylate  一官能性 

 RM257 (Merck) 二官能性 
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3.5 複素誘電率の駆動電圧依存性測定 

3.5.1 測定系と測定原理 

図 3. 8 に平行平板液晶セルの複素誘電率の駆動電圧依存性の測定系を示す。

ファンクションジェネレータ（Agilent，33250A）から出力した誘電率測定用の

周波数100 kHzの高周波電圧 を分枝し、一方を直接RFロックインアンプ（SRS，

SR844）のリファレンス入力に印加し、もう一方はパワーアンプ（NF，HSA4051)

で増幅し、液晶セル（LC cell）と抵抗に印加した。このとき、抵抗の両端の電圧

を RF ロックインアンプ（SRS，SR844）の信号入力に印加することにより、液

晶セルを流れる電流を測定した。  

一方、もう一台のファンクションジェネレータ（NF，WF1948）から出力した

液晶駆動用の低周波電圧 （1kHz の変調波）をパワーアンプ（NF，HSA4051）

で増幅し、平行平板液晶セルに印加した。液晶セルのインピーダンス は抵抗

R よりも非常に大きいため、この駆動電圧は液晶セルに全てを印加されると見
なすことができる。この電圧により、液晶の配向方向を制御する。液晶配向方向

が変化することによって、液晶の誘電率が変化し、平行平板セルの容量 C が変
化する。このため、抵抗に流れる電流も変わっていく。抵抗の両端の電圧の高周

波成分の振幅 と位相 が RF ロックインアンプ（SRS，SR844）で検出され、

その波形をデジタルオシロスコープで観察することにより、時間応答の測定を

行った。 

高周波信号の電圧を 、その周波数を 、抵抗を として液晶セルのアドミタ

ンス を表すと、 																																															 = + = 	 +    

と表すことができる。ここで G はコンダクタンスであり、B はサセプタンスで

ある。式 3. 7の実部と虚部をそれぞれ分けて考えると， 

となる。ここで、複素誘電率の実部を’、虚部を”とおくと 
 

(3. 7) 

(3. 9) 

(3. 8) =  

								 = =  
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で表すことができる。なお、 0C は液晶を封入する前の液晶セルのキャパシタンス

である。さらに式 3. 9より 

                            

となるので、式 3. 10 ～ 3. 12より       

 
となり、式 3. 13、3. 14から複素誘電率を得ることができる。液晶セルに駆動電
圧を 0 Vから 80 Vにゆっくり変化させながら印加し、液晶セルの複素誘電率の
駆動電圧依存性を測定した。 

(3. 11) 

′ =  

			 = 2  

(3. 10) 

	 ′ = 2  

				 ′′ = 2  

(3. 13) 

(3. 14) 

(3. 12) 		 = 2  

図 3. 8 複素誘電率の駆動電圧依存性の測定系 
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3.5.2 パラレル配向処理とアンチパラレル配向処理の違い 

3.2.1 節に述べたように、ITO ガラス平行平板セルの基板表面には配向用ポリ

イミドでポリイミド膜を成膜し、ラビング装置を用いてアンチパラレルラビン

グ配向処理を行う。このラビング処理によって、ネマティック液晶分子がガラス

表面に対して平行となる。液晶の立ち下がり応答時間に関して液晶層厚や駆動

電界や高分子ネットワークなどの要素以外には配向方向にも影響を受けている

と考えられる。 

主にパラレルラビング配向処理とアンチパラレルラビング配向処理があるが、

OFF ON 

図 3. 9 パラレルラビング配向処理 

図 3. 10 パラレルラビング配向処理セルの立ち下がり応答波形 
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ここでその二つのラビング配向処理の違いを述べ、本研究で用いたアンチパラ

レルラビング配向処理の理由を説明する。 

図 3. 9 にパラレル配向処理セルの駆動電界印加・除去する際の液晶分子の様

子を示すが、駆動電圧印加しないときに液晶分子が基板表面に対してラビング

処理より与えられたプレチルト角を傾き、配向する。駆動電界を印加した直後は、

上半分の液晶分子は右方向に回転し、下半分の液晶分子は左方向に回転し、再配

向する。このとき、セル中央部の液晶分子は電界の方向にプレチルト角がほぼ 0°

から 90°に右方向また左方向に回転し、再配向する。駆動電界が除去された際に

配向規制力の働きより、上半分の液晶分子は左方向に回転し、下半分の液晶分子

は右方向に回転し、再配向する。このとき、セル中央部の液晶分子が上半分およ

び下半分の両方の液晶分子に同時に引っ張られる状態になるため、駆動電界を

除去するとすぐに応答せず、少し遅れが出る。そのために 2 段階応答の現象が

発生する。この 2段階応答を図 3. 10に示す立ち下がり応答波形において確認す

ることができる。 

また、図 3. 11にアンチパラレル配向処理セルの駆動電界印加・除去する際の

液晶分子の様子を示すが、駆動電圧印加しないときに液晶分子が基板表面に対

してラビング処理より与えられたプレチルト角を傾き、配向する。駆動電界を印

加した直後は、セル全体の液晶分子が右方向に回転し、再配向する。駆動電界が

除去された際にセル全体の液晶分子がほぼ同時に左方向に回転し、再配向する。

そのために、アンチパラレルラビング処理のガラス平行平板セルにおいて、駆動

電界を除去した際に、液晶分子がほぼ同時に立ち下がり、立ち下がり応答波形に

関してパラレルラビング配向処理よりもなめらかになる。これを図 3. 12に示す

アンチパラレルラビング配向処理セルの立ち下がり応答波形から確認すること

ができる。これらの結果から本研究において全てアンチパラレルラビングを用

いることにした。 
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3.5.3 複素誘電率の駆動電圧依存性の測定結果および考察 

液晶単体と光重合型 PSNLCの誘電異方性を把握するため、液晶単体、重合性

モノマー濃度を 2 wt%、4 wt%、10 wt%および 15 wt%を添加した光重合型 PSNLC

を装荷した液晶セルの誘電率の電圧依存性測定を実施した。その結果を図 3. 13

に示す。図 3. 13により、液晶単体の液晶セルでは駆動電圧の印加後すぐに応答

が始まり、約 20 V で飽和することが分かる。これに対して光重合型 PSNLC で

は、重合性モノマー濃度 2 wt％PSNLCの場合は液晶単体の液晶セルとほぼ同様

に駆動電圧の印加後すぐに応答が始まり、約 80V で飽和する。重合性モノマー

濃度が 4 wt%のもので閾値電圧は約 15 Vとなり、80 Vの電圧を印加しても飽和

ON OFF 

図 3. 11 アンチパラレルラビング配向処理 

図 3. 12 アンチパラレルラビング配向処理セルの立ち下がり応答波形 



50 
 

していないことがわかる。一方、重合性モノマー濃度が 10 wt％および 15 wt％

PSNLC の場合は 80 V の駆動電圧を印加しても応答を確認することができなか

った。この測定結果より重合性モノマー濃度が増加すると液晶分子の流動性が

低下することにより閾値電圧が高くなり、飽和電圧が大きくなることを確認で

きた。これは高い重合性モノマー濃度により形成された高分子ネットワークが

密となり、ネットワークの配向規制力は強く働くからであると考えられる。 

3.6 複素誘電率の過渡応答特性測定結果および考察 

3.5.1 節に述べた測定系を使用し、液晶セルに駆動電圧をステップ状に印加・

除去し、液晶セルの複素誘電率の過渡応答特性を測定した。その測定結果を図 3. 

14 に示す。図 3. 14(a)に液晶単体と光重合性モノマー濃度 2 wt％および 4 wt％

PSNLC を装荷した液晶セルの誘電率の変化量の測定結果を示す。重合性モノマ

ー濃度が増加するとともに誘電率変化量が減少することがわかった。液晶単体

と光重合性モノマー濃度 2 wt％および 4 wt％PSNLCを装荷した液晶セルの立ち

上がり応答時間の測定結果を図 3. 14(b)に示す。測定結果により、立ち上り応答

時間は駆動電界の増加に伴って短くなることを確認できた。また、重合性モノマ

ー濃度が増加とともに長くなり、ある程度の大きい電界を加えるとほぼ一定で

変化が小さいことがわかった。図 3. 14(c)に液晶単体と光重合性モノマー濃度 2 

図 3. 13 複素誘電率の駆動電圧依存性の測定結果 
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wt％および 4 wt％PSNLCを装荷した液晶セルの立ち下がり応答時間の測定結果

を示す。立ち下がり応答時間については、液晶単体が約 15.2 sと非常に長くなっ

ているのに対して、重合性モノマー濃度 2 wt％の光重合型 PSNLCでは印加駆動

電界に依存せず約 1.8 sと短くなっており、また重合性モノマー濃度 4 wt％の光

重合型 PSNLCでは電界に依存するものの最大でも 0.38 sとさらに短くなってい

る。この結果より重合性モノマー濃度 4 wt%の光重合型 PSNLCを使用すること

により、立ち上がり応答時間は 60 ms以下であり、立ち下がり応答時間は 0.38 s

以下であった。単体液晶と比べて誘電異方性は 43％に減少するものの、立ち下

がり応答時間を 1/54に短縮でき、液晶素子の応答改善において光重合型 PSNLC

が有効であることを確認できた。 
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(a) 

(b) 

(c) 
図 3. 14 ネマティック液晶 ITOガラス平行平板セルの測定結果 

    (a)誘電率の変化量、(b)立ち上がり応答時間、 

(c)立ち下がり応答時間
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3.7 光重合型PSNLC装荷CPW型移相器  

3.7.1 光重合型 PSNLC 装荷 CPW 型移相器の作製 

作製した光重合型 PSNLC装荷 CPW型移相器の構造を図 3. 15に示す。測定を

実施する CPW型移相器は、線路幅 w = 300	μm、ギャップ幅 s = 50 μm、液晶層
厚 d = 50 μm、CPW型移相器の中心導体線路長 l = 10 mmの条件で作製した。本

実験で作製した CPW型移相器では、液晶層上面にガラスを用いたため、一般的

な紫外線照射による高分子化を実施し、駆動電界を 0.5 V/μmから 1.25	V/μmま
で印加し測定した 

 

 

3.7.2 光重合型PSNLC装荷CPW型移相器の移相特性および時間応答特性の評価 

重合性モノマー濃度 4 wt%の光重合型 PSNLC装荷 CPW型移相器を作製し、

位相変化の駆動電圧依存性を測定した。測定結果を図 3. 16に示す。この図には

液晶単体の結果もあわせて示している。本研究では、位相変化および応答時間の

駆動電界依存性の測定を周波数 20 GHz で実施した。図 3. 16(a)より、液晶単体

では印加駆動電界が 1.25 V/μmのとき、最大値 0.06 deg/GHz･mmの位相変化が

得られた。一方、4 wt%光重合型 PSNLCでは同様に印加駆動電界が 1.25 V/μm
のときに最大値の位相変化が 0.016 deg/GHz･mmとなり、液晶単体の 28%とな
った。位相変化については第 2章 2.2.2節の式(2. 2)で述べたように、式： 

で計算されるため、位相変化の減少は∆εの減少によるものである。この∆εの減少
については、ITOガラス平行平板セルでの複素誘電率の測定でも確認しており、

図 3. 15 液晶装荷 CPW型移相器の構造 

	∆ ( ) = 2 ( ∥ − √ ) 
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添加した重合性モノマーの高分子化により、閾値電圧が増加するとともに高分

子周辺での液晶分子の応答が抑制されることによる∆εの減少によるものである
と考えられる。また、印加駆動電界による位相変化をみると、液晶単体では印加

駆動電界が 0.5 V/μm の電界のとき 0.054 deg/GHz･mm で 1.25 V/μmの電界の
とき 0.06 deg/GHz･mmであり、駆動電界の増加により位相変化の増加量は 0.006 

deg/GHz･mm、すなわち 10％の位相変化であるが、4 wt％光重合型 PSNLCでは

同様に 0.5 V/μmの電界のとき 0.008 deg/GHz･mm で 1.25 V/μmの電界のとき
0.016 deg/GHz･mm であり、駆動電界の増加により位相変化の増加量は 0.008 

deg/GHz･mm、すなわち 50％の位相変化であった。この結果より、4 wt％光重合

型 PSNLC装荷 CPW型移相器において位相変化は小さいものの、印加駆動電界

による位相変化量の制御については液晶単体に比べて容易であると考えられる。

しかし、4 wt％光重合型 PSNLC を使用したときの位相変化の最大値が 0.016 

deg/GHz･mm であり、これは測定周波数 20 GHz で中心導体線路長 10 mm にお

ける位相変化量が約 3.2°であることから小さい値であることがわかる。 

液晶単体および 4 wt％光重合型 PSNLC装荷 CPW型移相器の立ち上がり応答

時間および立ち下がり応答時間の印加駆動電界依存性をそれぞれ図 3. 16(b)およ

び図 3. 16(c)に示す。図 3. 16 (b)より、立ち上がり応答時間について、液晶単体で

は特に印加駆動電界が低い場合において、数百 msとなった。これは、液晶層の

電界が強い中心導体と接地面間のギャップ部分の液晶分子は応答が完了した状

態であっても、それ以外の電界が微弱である部分の液晶分子がわずかながら応

答を続けており、結果的に全体としての立ち上がり応答時間が長くなったもの

だと考えられる。光重合型 PSNLCでは、重合性モノマー濃度 4 wt％のものが印

加駆動電界 0.5 V/μmにおいて応答時間が 1 s 以上になった。これは、ITO ガラ

ス平行平板液晶セルの測定でも確認できているように、閾値電圧の増加による

ものであると考えられる。また、立ち上がり応答時間に関しては液晶単体の場合

には印加駆動電界 1.25 V/μmのときに 63 msとなり、4 wt％光重合型 PSNLCの

場合には 220 msとなり、約 3.5倍と長くなったことがわかる。 

一方、立ち下がり応答時間に関しては、図 3. 16 (c)に示すように、印加駆動電

界 1.25 V/μmにおいて液晶単体使用の場合は 14 sであるのに対し、4 wt％光重

合型 PSNLC使用の場合は立ち下がり応答時間は約 1.27 sであり、液晶単体に比

べて立ち下がり応答時間は約 13分の 1に短縮された。ここで、液晶単体の立ち
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下がり応答時間について着目すると、ITOガラス平行平板液晶セルでは 15.2 sで

あったのに対し、CPW型移相器では約 14 sである。また、これについては ITO

ガラス平行平板液晶セルの液晶層厚はCPW型移相器の液晶層厚と等しく50 μm
であり、式（3. 6）の立ち下がり応答時間にも示したように、液晶単体について

は ITOガラス平行平板セルと CPW型移相器における立ち下がり応答時間は、ほ

ぼ理論に基づいた変化をしていると考えられる。4 wt％光重合型 PSNLCの場合

は ITOガラス平行平板液晶セルでは 0.29 sであったのに対し、CPW型移相器で

は 1.04 sであり、約 3.6倍大きい。4 wt％光重合型 PSNLCを用いる場合につい

ては、高分子混合比や重合条件が同じであれば同様の高分子ネットワークが形

成され、立ち下がり応答時間についての変化がないのが理想である。しかし、前

述したように ITOガラス平行平板液晶セルと CPW型移相器では約 3.6倍の違い

があり、液晶層内に形成されている高分子ネットワークの密度や均一性が、ITO

ガラス平行平板液晶セルと CPW 型移相器で異なっているためであると考えら

れる。 

 以上の考察結果より、重合性モノマー濃度 4 wt％光重合型 PSNLCを用いるこ

とで液晶装荷 CPW型移相器において、立ち上がり応答時間と立ち下がり応答時

間は約 1 sであり、光重合型 PSNLCによる応答時間の改善効果を確認できた。

本研究における液晶装荷移相器の応答時間の目標は 1 s以下であり、応答時間に

関する目標はほぼ達成できたと言える。一方、伝送線路の線路長は 10 mmであ

り、測定周波数は 20 GHzであるため、このときの位相変化量が約 3.2°である。

この位相変化量は大きな位相変化を必要としないデバイスにおいては問題ない

が、位相変化量が求められるデバイス、例えば位相変化量 360°を有する液晶装

荷 CPW型移相器を実現する必要がある場合には、伝送線路長は約 120倍、すな

わち 1200 mmに設計する必要があり、非常に長いデバイスとなる。一般的に、

長い線路長のデバイスを小型化する方法として、線路をメアンダーラインとす

る方法が用いられるが、CPW型移相器の構造において中心導体線路と接地導体

面が同一平面にあるためメアンダーラインとすることは困難であるため、光重

合型 PSNLCを用いた CPW型移相器を大きな位相変化量を必要とするデバイス

に応用することは困難であると言える。 
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図 3. 16 液晶装荷 CPW型移相器の測定結果 (a)位相変化、 
(b)立ち上がり応答時間、(c)立ち下がり応答時間 

(a) 

(b) 

(c) 
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3.8 光重合型 PSNLC 装荷 MSL 型移相器  

3.8.1 光重合型 PSNLC 装荷 MSL 型移相器の作製 

図 3. 17 は液晶装荷 MSL 型移相器の構造を示す。液晶を用いるために下部基

板の 4隅にそれぞれ厚さ 100	μmのスペーサに設置し、上部基板と下部基板の間
隔 100	μmで固定されている。銅箔の厚さは 9	μmであるため、液晶層厚は 91 μm
と計算し、実験を実施した。図 3. 18 は本研究で提案する光重合型 PSNLC 装荷

MSL 型移相器の側面から一般的な紫外線照射による高分子安定化方法を示す。

この方法を実施できるように、上部基板幅を 3 mmと細く作製した。液晶材料と

しては重合性モノマー濃度 4 wt％、10 wt％および 15 wt％光重合型 PSNLCであ

った。紫外線装置に関して UV-LED スポット光源 (HAMAMATSU，LC-

C1V3L11921)を使用し、出力強度 1% (約 9.7mW/cm )を設定した。LEDヘッドと

デバイスとの距離を 50 mm を保ち、15分間連続照射することにより液晶層内に

高分子ネットワークを施した。 

 

図 3. 17 液晶装荷MSL型移相器の構造 

図 3. 18 側面紫外線照射による高分子化 
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3.8.2 光重合型PSNLC装荷MSL型移相器の移相特性および時間応答特性の評価 

CPW 型移相器の場合と同様に、測定周波数は 20 GHz とした。液晶単体およ

び光重合型 PSNLC 装荷 MSL 型移相器の位相変化の駆動電界依存性、立ち上が

り応答時間および立ち下がり応答時間をそれぞれ図 3. 19(a)、図 3. 19(b)、および

図 3. 19(c)に示す。CPW型移相器の測定結果から、当初 4 wt％の光重合型 PSNLC

を使用してMSL型移相器に装荷し、位相変化および応答時間の改善を試みたが、

MSL 型移相器の測定結果からわかるように、液晶単体の測定結果と比べほぼ変

化せず、改善がほとんど見られなかった。そこで光重合性モノマー濃度を増やし、

10 wt％および 15 wt％の光重合型 PSNLCを調製し、MSL型移相器に装荷し応答

改善を試みた。 

位相変化については、図 3. 19(a)に示すように液晶単体では印加駆動電界が

1.25 V/μmのとき最大値 0.133 deg/GHz･mmの結果が得られた。一方、15 wt％光

重合型 PSNLCでは同様に印加駆動電界が 1.25 V/μmのときに最大値の位相変化

が 0.031 deg/GHz･mm となり、液晶単体の 23.3%となった。この測定結果より

CPW 型移相器の 4 wt％光重合型 PSNLC の最大位相変化である 0.016 deg/GHz･

mmと比較すると、MSL型移相器の位相変化が約 2倍大きいことがわかった。 

液晶単体および光重合型 PSNLC 装荷 MSL 型移相器の立ち上がり応答時間お

よび立ち下がり応答時間の印加駆動電界依存性を図 3. 19 (b)および図 3. 19(c)に

示す。図 3. 19 (b)より、立ち上がり応答時間について、液晶単体の場合には印加

駆動電界 1.25 V/μmのときに 48 msであったが、15 wt％光重合型 PSNLCの場合

には 270 msとなり、約 5.63倍と長くなったことがわかる。また、立ち下がり応

答時間に関しては、図 3. 19(c)に示すように印加駆動電界 1.25 V/μmにおいて液

晶単体装荷の場合の 48.68 sに対して、15 wt％光重合型 PSNLC装荷の場合は立

ち下がり応答時間は約 0.6 sであり、液晶単体と比べ立ち下がり応答時間は約 59

分の 1となった。 

ここで、CPW型移相器の場合と同様に液晶単体の立ち下がり応答時間につい

て着目すると、ITOガラス平行平板液晶セルでは 15.2 sであったのに対し、MSL

型移相器では約 48.68 sであり、約 3.2倍であることがわかる。これについては

ITOガラス平行平板液晶セルの液晶層厚は 50	μmであるのに対して MSL型移相

器は 91 μmであり、式（3. 2）から液晶層厚が 1.82倍厚いと立ち下がり応答時間

は 3.3 倍長くなるということが分かるように、液晶単体については ITO ガラス
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平行平板液晶セルとMSL型移相器における立ち下がり応答時間は、ほぼ理論に

基づいた変化をしていると言える。 
一方、4 wt％光重合型 PSNLCの場合は、4 wt％光重合型 PSNLC 装荷 ITOガ

ラス平行平板液晶セルでは 0.38 sであったのに対し、4 wt％光重合型 PSNLC 装

荷MSL型移相器では 46.68 sであり、液晶単体装荷MSL型移相器とほぼ等しい。

3.7.2節で述べたように、光重合型 PSNLC装荷の場合については、高分子混合比

や重合条件が同じであれば同様の高分子ネットワークが形成され、立ち下がり

応答時間についての変化がないのが理想である。この改善度の低い理由として

は、液晶装荷MSL型移相器の場合、側面から紫外線照射による高分子化を行っ

たため、外側の高分子ネットワークが密となり、中心導体線路直下の部分に高分

子ネットワークがほとんど形成できなかったためであると考えられる。また、

3.6 節に述べたように ITO ガラス平行平板セルでは、4 wt%光重合型 PSNLC を

使用することにより立ち下がり応答時間が 0.38 s に減少しており、液晶単体と

比べ 54 分の 1 に改善することができている。これに対して、前述したように、

MSL型移相器では 15 wt%光重合型 PSNLCを使用することにより立ち下がり応

答時間が 0.6 s に減少することができ、単体液晶と比べ 59 分の 1 に改善するこ

とができた。この様に ITOガラス平行平板セルの 4 wt%光重合型 PSNLCの立ち

下がり応答時間の改善の割合がMSL型移相器の 15 wt%光重合型 PSNLCの改善

の割合とほぼ同程度であることから、液晶装荷MSL型移相器の中心導体線路直

下の部分に実際に形成された高分子ネットワークの密度は、4 wt%光重合型

PSNLCを使用した時の ITOガラス平行平板セルと同程度の密度であると推測す

ることができる。 

液晶装荷 CPW型移相器と同様に、それぞれの印加駆動電界における位相変化

をみると、液晶単体では駆動電界 0.5 V/μm のとき 0.123 deg/GHz･mm で 1.25 

V/μm のとき 0.132 deg/GHz･mm となり、駆動電界による位相変化の変化量は

0.009 deg/GHz･mmで 6.8%であった。一方光重合型 PSNLCの場合は、重合性モ

ノマー濃度が 15 wt%のもので 0.5 V/μmのとき 0.014 deg/GHz･mm、1.25 V/μmの

とき 0.031 deg/GHz･mm であり、駆動電界による位相変化の変化量は 0.017 

deg/GHz･mm で 55%であった。これらの結果から駆動電界により制御できる位

相変化は、光重合型 PSNLC装荷 CPW型移相器の場合と同様に、液晶装荷MSL

型移相器において液晶単体よりも光重合型PSNLCの方が大きいことが確認でき
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た。ただし、位相変化量そのものは液晶単体が最も大きく、重合性モノマー濃度

を増加すると減少することが確認できた。液晶装荷 CPW型移相器に比べ液晶装

荷MSL型移相器の方が、応答時間の改善には高い濃度の高分子の添加が必要で

あったが、これはMSL型移相器には側面から紫外線を照射したため、中心導体

線路側面の高分子ネットワークが密となり、線路直下に必要な高分子ネットワ

ークを構築するためであると考えられ、同程度に応答時間を改善したときの位

相変化は CPW 型より約 2 倍大きく、MSL 型移相器の方が効率が良いことが確

認出来た。 

 以上の考察結果より、15 wt％の光重合型 PSNLC を使用することで液晶装荷

MSL 型移相器において、立ち上がり応答時間と立ち下がり応答時間は 1 s 以下

であり、光重合型 PSNLCによる応答時間の改善効果を確認でき、本研究の目標

の応答時間 1 s 以下を達成したといえる。中心線路導体の線路長は 10 mm であ

り、測定周波数は 20 GHzであるため、このときの位相変化量が CPW型移相器

より 2倍大きく約 6.2°である。位相変化量 360°を有する液晶装荷MSL型移相

器を実現するためには中心導体線路長約 60倍を延長する、すなわち伝送線路長

を600 mmに設計する必要があり、この長さはCPW型の半分とはいえまだ長い。

しかし、液晶装荷 CPW型移相器と違って、液晶装荷 MSL 型移相器において中

心導体線路は上部基板にあり、接地導体面と独立するため、メアンダーライン型

構造を利用して線路長を短縮することは十分に可能性がある。このとき、紫外線

照射による高分子化を実現し、高分子ネットワークを均一に形成できるように、

中心導体線路であるメアンダーラインを持つ基板に穴を施す必要がある。また、

基板材料を選定し、銅箔メアンダーラインが付く透明な基板を実現できれれば

より均一な高分子ネットワークが形成され、重合性モノマー濃度さえ減少する

ことができ、最適であると考えられる。したがって、光重合型 PSNLCの効果を

発揮し、実際のデバイスに応用する点において、MSL 型移相器の方が適当であ

ると考えられる。 

 

 



61 
 

 

(b) 

(a) 

図 3. 19 液晶装荷MSL型移相器の測定結果 (a)位相変化、
(b)立ち下がり応答時間、(c)立ち下がり応答時間 

(c) 
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3.9 3 本線平行平板セルにおける高分子ネットワーク形成の確認 

前節で、MSL 型移相器において応答時間を改善するためには、高い濃度の重

合性モノマーの添加が必要であった（15 wt%光重合型 PSNLC）。理由としては移

相器の側面紫外線照射するため、中央部よりも外側の方が高分子ネットワーク

が形成されたとの説明を行った。本節では、この仮説の検証を行うため、3本の

上部電極を有する平行平板セルを作製し、左右にある線路直下の部分の応答時

間と中央部にある線路直下の応答時間の違いを確認した。 

図 3. 21 実際に作成した 3本線平行平板セル 

図 3. 20 3 本線平行平板液晶セルの構造 
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3本線平行平板液晶セルの構造を図 3. 20に示す。上部基板および下部基板の

両方とも高周波用誘電体基板(日本ピラー工業，NF260A)である。上部基板の幅
を 3 mmにし、その上に幅 200 μmの 3本線が間隔 700 μmを設ける。液晶と接
する両界面にはポリイミド配向膜(AL1254,JSR)をスピンコート法により形成し、

アンチパラレルラビング処理を施す。その後、誘電体基板の 2 枚の間にスペー

サとして 100	μmの PETフィルムを挟み込み、接着した。実際に作製した 3本線

平行平板液セルを図 3. 21に示す。 

作製した 3本線平行平板セルに液晶単体および 15 wt％光重合型 PSNLCを注

入し、光重合型 PSNLC装荷MSL型移相器と同様にデバイスの側面から 15分間

で紫外線照射により、高分子化を行った。3.5節で述べた複素誘電率測定系を利

用して、液晶単体装荷 3本線平行平板セルおよび 15 wt％光重合型 PSNLCの左

線、中央線および右線の複素誘電率の過渡応答特性測定を行った。 

液晶単体装荷 3 本線平行平板セルの誘電異方性、立ち上がり時間および立ち

下がり時間の測定結果を図 3. 22(a)、図 3. 22(b)、図 3. 22(c)に示す。図 3. 22 (a)の

結果より、駆動電界を変化しても誘電率の変化量がほとんど変わらないことが

わかった。また、左線、中央線および右線の誘電率の変化量がほぼ等しいことを

確認できた。図 3. 22(b)に示した立ち上がり応答時間は誘電率の変化量の測定結

果と同様に左線、中央線および右線の立ち上がり応答時間がほぼ等しいことを

確認することが出来た。同様に図 3. 22(c)に示すように、左線、中央線および右

線の立ち下がり応答時間がほぼ等しいことを確認することが出来た。これらの

結果から、3本線平行平板セルにおいて液晶単体を装荷する場合には、誘電率の

変化量、立ち上がり応答時間および立ち下がり応答時間が測定する位置に依存

しないことが分かった。 

次に図 3. 23(a)に 15 wt％光重合型 PSNLCを装荷する 3本線平行平板液晶セル

の誘電率の変化量の測定結果を示す。測定結果から駆動電界が変化するととも

に変化するがその変化が液晶単体と比べ小さいことがわかった。また、左線およ

び右線の誘電率の変化量より中央線の誘電率の変化量の方が大きいことを確認

できた。図 3. 23(b)に立ち上がり時間の測定結果を示すが、駆動電界が増加する

とともに立ち上がり応答時間が減少していることが分かった。左線、中央線およ

び右線の立ち上がり応答時間を比較すると、左線と右線の立ち下がり応答時間

がほぼ等しく、中央線の立ち上がり時間より長いことを確認できた。一方、立ち
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下がり応答時間の測定結果を図 3. 23(c)に示すが、左線と右線の立ち下がり応答

時間が中央線の立ち下がり応答時間より短いことを確認出来た。これらの結果

から、前節で説明した仮説が裏付けられたといえる。 
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(a) 

(b) 

(c) 

図 3. 22 液晶単体装荷 3本線平行平板セルの測定結果 (a)誘電異方性、
(b)立ち上がり応答時間、(c)立ち下がり応答時間 
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図 3. 23 15 wt％光重合型 PSNLCを装荷する 3本線平行平板液晶セルの 

測定結果 (a)誘電率変化量、(b)立ち上がり応答時間、 

(c)立ち下がり応答時間 

(a)

(b)

(c) 
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3.10 まとめ 

本章では、液晶装荷 CPW型および MSL 型マイクロ波ミリ波移相器の立ち下

がり応答時間の改善方法として、光重合型高分子安定化ネマティック液晶

(Polymer Stabilized Nematic Liquid Crystal：PSNLC)を取り上げ、立ち下がり応答

時間の改善の検討を行った。はじめに、高分子安定化ネマティック液晶の基礎に

ついて、立ち下がり応答時間の改善の原理を説明するとともに、調製方法や調製

過程等にについて述べた。次に、テストセルとして ITO ガラス平行平板セルの

作製過程、液晶分子の初期配向方向を寄与するラビング過程のラビング方向の

違いについて説明した。また、作製した ITO ガラス平行平板液晶セルを用い光

重合型PSNLCの重合性モノマー濃度による複素誘電率の駆動電圧依存性および

過渡応答特性への影響等について実験で検討した結果について説明した。光重

合型 PSNLCを装荷した場合には、立ち下がり応答時間は大きく改善されたが全

ての液晶セルにおいて閾値電圧が大きくなり、∆εは小さくなることを確認でき
た。 

光重合型 PSNLCを装荷するためのマイクロ波ミリ波移相器を CPW型移相器

および MSL 型移相器の 2 種類作製し、CPW 型移相器には上部基板から紫外線

照射により高分子化させ、MSL 型移相器には側面から紫外線照射により高分子

化させ、それぞれの位相変化の印加駆動電界依存性および応答時間の評価を実

施した。立ち上がり応答時間および立ち下がり応答時間が 1 s程度であり、両方

の移相器とも光重合型 PSNLCによる応答改善を確認できた。具体的に、CPW型

移相器においては、4 wt％光重合型 PSNLCを使用することにより、液晶単体と

比べ立ち下がり応答時間は 13 分の 1 に改善ができたが位相変化は 73%減少し、

最大値は 0.016 deg/GHｚ・mmであった。一方、MSL型移相器において 15 wt％

光重合型 PSNLCを使用することにより、液晶単体と比べ立ち下がり応答時間は

59分の 1に改善ができ、位相変化は 77%減少したが最大値は約 0.031 deg/GHz・

mmであった。CPW型移相器に比べMSL型移相器の方が、応答時間の改善には

高い濃度の高分子の添加が必要であったが、これはMSL型には側面から紫外線

を照射したため、線路側面の高分子ネットワークが密となり、線路直下の高分子

ネットワーク密度が低下するためであることが確認することが出来た。また、同

程度に応答を改善した CPW型移相器と MSL 型移相器の位相変化を比べると、

MSL型移相器の方が約 2倍大きく、MSL型移相器の方が効率が高いことが確認
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出来た。実際のデバイスに応用する観点から、液晶装荷MSL型移相器の方が容

易に応用でき、より大きな位相変化量が得られることがわかった。最後に、3本

線平行平板を使用し検討を行った結果、中央線路直下よりも両側の線路直下の

方が高分子ネットワークが密となり、MSL 型移相器における高分子ネットワー

ク形成の場所依存性を確認できた。 
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第 4章 
液晶装荷 NRD ガイド型テラヘルツ波移相器 

 
4.1 はじめに 
現状の通信環境では携帯電話や衛星通信の進歩により、無線を用いた大容量

かつ高速通信が可能になっており、通信量および無線機器の設置数が増加して
いる。その結果、通信量が増加し、周波数帯域の飽和による混信が発生し、通
信障害等も頻繁に起きている。そのため、新たな周波数領域の活用を検討する
必要があり、未開拓周波数領域と言われるテラヘルツ波領域が期待されている
[69, 70]。第 2章および第 3章で説明したMSL型および CPW型伝送線路はマイ
クロ波ミリ波領域において実績があるが、テラヘルツ波領域に大きな伝送損失
がもたらされる[71]。そのため、新たな伝送線路の検討も必要であると考えら
れる。ミリ波やテラヘルツ波領域で使用可能な導波路として NRD ガイド(Non-

Radiative Dielectric Waveguide)があり、線路の曲がりや不連続部分で不要な放射
波が発生しない、かつ誘電体線路本来の低損失の特性を有している。そこで、
NRD ガイドの誘電体としてネマティック液晶を取り上げ、周波数が 260～400 

GHz のテラヘルツ波帯における液晶装荷移相器を初めて提案し、その特性につ
いて検討した。 

本章では、テラヘルツ波の概要および基本NRDガイドの構造について説明す
るとともに、その動作原理について述べる。次にネマティック液晶 5CBを用い
たNRDガイドの構造を説明し、テラヘルツ波測定系による測定結果について述
べる。 

 
 

4.2 テラヘルツ波の概要 

図 4. 1 テラヘルツ波帯 
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4.2.1 テラヘルツ波の定義 
テラヘルツ波は周波数 1 THz前後の電磁波を指し、一般的に周波数 100 GHz

～10 THz の電磁波であると定義されることが多い[89]。この周波数領域は光波
と電波の中間に位置するため、テラヘルツ波は光としての特性と電波としての
特性の両方をあわせ持つことが知られている。一般に光学測定系の構築が可能
という特徴を持つが、光波の観点から考えるとテラヘルツ波は光より周波数が
低いため、レーザー発振や光子の検出が困難である。一方、電磁波の観点から
考えるとテラヘルツ波はマイクロ波ミリ波より周波数が高いため、発振器の出
力や検出器の変換効率が著しい低下が起こる。現状においては、光波と電波の
両方ともに十分な研究が行われ、技術が確立しているが、テラヘルツ波領域は
十分な研究が行われているとはいえない。 
 
4.2.2 テラヘルツ波の応用 

上述したように、テラヘルツ波はその周波数から発振・検出が非常に困難で
ある。近年のチタンサファイアレーザー技術の急激に発展のため、安定したフ
ェムト秒オーダーの超短パルスが簡単に安価で利用できるようになり、パルス
中にテラヘルツ波を含むことからそちらを利用したテラヘルツ波の研究が行わ
れるようになった。その後、研究が進むにつれて、テラヘルツ波の有効性が多
く発見されており、その応用範囲は情報通信分野にのみならず、セキュリティ

図 4. 2 テラヘルツ波のあらゆる応用分野 
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分野における空港等の保安検査場の危険物検査や違法薬物検査、物質科学分野
におけるナノサイエンスを利用した創薬技術、生体・医療の分野における遺伝
子・タンパク質機能解析、宇宙産業分野における宇宙モデルの解析などあらゆ
る分野に応用が行われている。 
 

4.2.3 テラヘルツ波による位相変化の原理 

ネマティック液晶分子のダイレクタ方向とテラヘルツ波の電界方向のなす角
を とする。図 4. 3(a)に示すように液晶素子に駆動電圧が印加されない場合、液
晶分子は素子の上部基板と下部基板の基板表面に施されたポリイミド配向膜の
配向規制力の影響を受けるため、ラビング方向に沿って配向する。このとき、
液晶分子のダイレクタ方向はテラヘルツ波の電界方向と平行になり、なす角は

0°となり、位相は式φ 0 = 0 により計算される。ここでφ 0 は駆動電
圧が印加されないときのテラヘルツ波の位相、 はテラヘルツ波の周波数、 は
NRD ガイドのネマティック液晶層の長さ、 は光速、ε 0 はネマティック液晶
の分子長軸方向の誘電率である。 

一方、図 4. 3(b)に示すように、液晶素子に駆動電圧が印加される場合では、
上部基板と下部基板の間に電圧が印加されており、液晶は印加電界に配向させ
る力が働くため、液晶分子はこれに沿って再配向する。この際、液晶分子全体
のダイレクタ方向はテラヘルツ波の電界方向とほぼ垂直になり、なす角は 90°
となる。ネマティック液晶の誘電率はε V に変化し、液晶の短軸方向の誘電率
とほぼ等しくなる(ε V 。この際、φ V を駆動電圧が印加されたときの

テラヘルツ波の位相とすると式φ V = ε V により計算される。駆動電圧
が印加されないときのテラヘルツ波の位相と駆動電圧が印加されるときのテラ

図 4. 3 位相変化の原理 
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ヘルツ波の位相の差を位相変化量と言い、式(4. 1)で計算される。 

ここで、∆φは位相変化量、∆ は複屈折である。 

 
4.3 基本ＮＲＤガイド 
4.3.1 NRD ガイドの概要 

第 2章で述べたマイクロ波ミリ波移相器であるコプレーナ線路型とMSL型は
伝送線路型のデバイスである。一方、NRD ガイドは伝送線路型のデバイスでは
なく誘電体線路の一種であり、高周波領域において伝送線路と比べて格段に低
損失である。また、一般の誘電体線路と比べ、NRD ガイドは線路の曲がりや不
連続部分では不要な放射波が発生しないという特徴がある。この特徴から、
「非放射性誘電体線路」と呼ばれ、その英訳である Non-Radiative Dielectric 

waveguide の頭文字をとり、NRD ガイドと呼ばれている[90]。NRD ガイドは
1988年に米山等により報告され、以後研究が行われている [91] 。NRDガイド
の構造は図 4. 4に示すように、基本的に 2枚の金属板間隔 に誘電体を挟んだ構
造である。金属板の間に誘電体を挟んだ事により電波が存在できる部分とでき
ない部分を作り出すことができ、当初は主に 60 GHz 周波数帯で使用されてき
た。 

一般に図 4. 5に示すように、2枚の平行平板金属板に誘電体を挟み込んだ構造
の伝送路の動作モードは TE モード(Transverse Electric Mode)、LSE モード
(Longitudinal Sectional Electric Mode)および LSM モード(Longitudinal Sectional 

Magnetic Mode)の 3種類がある。それぞれを図 4. 5(a)、4. 5 (b)、4. 5 (c)に示す。  
図 4. 5(a)に示す TEモードでは、電界は導体板に垂直であるので非放射性の特

図 4. 4 NRDガイドの基本的構造 

(4. 1) 

∆φ = φ V φ 0 = 2 ε V ε 0    = 2 ∆  



73 
 

性を有せず、誘電体端面から放射するため、NRD ガイドの動作モードにならな
い。また、図 4. 5(b)に示す LSEモードでは、非放射性の特性をもつが、低損失
の条件である電界が導体板に平行を満たさないためNRDガイドの動作モードに
ならない。一方、図 4. 5(c)に示す LSMモードでは、電界が導体板に対し水平で
あるため、低損失の条件を満たし NRDガイドの動作モードして機能する[92]。 
 

4.3.2 動作原理 
一般に、2枚の金属板の間に伝搬させる電磁波の波長 λと金属板間の間隔 dが

関係式 

                                 (4. 2) 

を満たす場合、遮断効果により電磁波は金属板間に存在できない。 

また、この 2 枚の金属板間に誘電率 の誘電体を挿入し、同じ電磁波を伝搬さ
せた場合では、誘電体を通る電磁波の波長 は、誘電体の波長短縮効果により、

               =  √               (4. 3) 

で表すことができる。自由空間を伝搬する電磁波の波長と誘電体中を伝搬する
電磁波の波長の関係は 

                                   (4. 4) 

となる。このとき、デバイスに伝搬させる電磁波の半波長と金属板間隔 d は

                                 (4. 5) 

であった場合、電磁波は誘電体部分にも伝搬しない。したがって、自由空間中
を伝搬する電磁波の波長と誘電体中を伝搬する電磁波の波長が以下の関係を満
たす場合、 

(a)  (b) (c) 

図 4. 5 NRDガイドモードの電磁界分布 
(a) TEモード、(b) LSEモード、(c) LSMモード 
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                (4. 6) 

自由空間中は電磁波を遮断し、誘電体中のみ伝搬する。これがNRDガイドの原
理である。 

図 4. 6に NRDガイドとして動作する周波数と金属板間の距離の関係を示す。
縦軸はデバイスを伝搬させる電磁波の半波長を示し、横軸は電磁波の周波数を
示す。この図では、誘電体の誘電率を 3.1としている。図 4. 6から、NRDガイ
ドとして機能する範囲は黒い線と赤い断線に囲まれる部分であることがわかる。
たとえば、400 GHzの周波数において、2枚の金属板間隔 d、すなわち誘電体部
分の厚さは 375 μm以上であると、誘電体中と自由空間中の両方ともに電磁波が
伝搬するため、NRDガイドして機能しない。また、誘電体部分の厚さは212 μm
以下であると自由空間はもちろん、誘電体中も電磁波は存在できない。よって、
NRD ガイドとして機能するためには誘電体部分の厚さは 213 μm～375 μmでな
ければならない。 

 
4.4 液晶装荷ＮＲＤガイド型テラヘルツ波移相器の構造 
4.4.1 液晶装荷 NRD ガイド型テラヘルツ波移相器 
ネマティック液晶装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移相器の構造を図 4. 7に示

す。基本的に本来のNRDガイドの固体誘電体部分の代わりに液晶を使用して置
き換えた構造となっている。ネマティック液晶は液体と同様に流動性を持つこ
とから液晶単体でのネマティック液晶装荷NRDガイド型テラヘルツ波移相器を

図 4. 6 NRDガイドの動作原理 
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作製するのは困難である。そのため、あらかじめ金属基板を使用し、液晶層厚
350 μmネマティック液晶装荷金属平行平板セルを作製する。この液晶金属平行
平板セルの構造および作製方法はネマティック液晶 ITO ガラス平行平板セルと
同様である。その後に、表面に溝が施された金属板に挟み込み、完成させる。
詳細の設計は図 4. 7に記載する。また、ネマティック液晶装荷 NRDガイドに直
接に金属板に駆動電圧を印加するため、本液晶装荷NRDガイドが移相器として
機能するためには図 4. 7(a)に示したように、液晶分子を座標の x 軸に配向させ
る必要がある。理由としては、液晶分子がこのように配列することで、駆動電
圧印加前にテラヘルツ波の電界方向は液晶分子長軸方向と平行となり、異常光

図 4. 7 液晶装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移相器の構造  
(a)概要図、(b)断面図、(c)実際に作製したデバイス 

(a) (b) 

(c) 

LC cell 

Metal plate 
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屈折率を感じる。一方、駆動電圧印加するとテラヘルツ波の電界方向は液晶分
子長軸方向と垂直し、常光屈折率を感じる。そのため、駆動電圧の印加前後で
テラヘルツ波が感じる屈折率が変化し、テラヘルツ波の位相が変化することで
移相器として機能する。 
 
4.4.2 液晶装荷 PET フィルム挿入した NRD ガイド型テラヘルツ波移相器 
ネマティック液晶装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移相器は NRDガイドとし

て動作できるように、2 枚金属板の間隔を適切な範囲を保つ必要がある、すな
わち誘電体部分の厚さを適切な範囲を保つことは重要である。そのため、液晶
層厚を減少するために、液晶金属平行平板セルの液晶層と金属基板の間に PET

フィルムを挿入することを提案した。基本的に、液晶装荷 PETフィルム挿入し
た NRDガイド型テラヘルツ波移相器の構造は液晶装荷 NRDガイド型テラヘル
ツ波移相器の構造と同様である。PETフィルムの厚さは 125 μmであり、液晶層
厚は 100 μmおよび 25 μmを作製した。詳細の設計は図 4. 8に記載する。 

 
4.5 テラヘルツ波測定系 
4.5.1 測定装置の構成 
本研究では、図 4. 9に示す VDI社製のテラヘルツ波測定装置（Virginia Diodes 

Inc., WR2.8(X2) Tx/Tr System）を使用した。アンテナの部分の拡大写真を右側に
示す。測定モードとしては連続波(CW)および周波数掃引(SWEEP)を行うことが
可能である。出力周波数に関して、最低周波数は 260 GHz であり、最高周波数
は 400 GHz である。各測定モードおよび周波数がコンピューターにより制御さ
れる。測定時、被測定デバイスは送信アンテナと受信アンテナの間に置かれ、

(a) (b) 

図 4. 8 液晶装荷 PETフィルム挿入した NRDガイド型 

テラヘルツ波移相器の構造 (a)概要図、(b)断面図 
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測定結果は出力端子より電圧信号として出力され、オシロスコープに直接表示
される。このとき、位相変化は 10 mV の電圧変化が 1 度に相当し、損失は 30 

mVの電圧変化が 1 dBに相当する。 

4.5.2 テラヘルツ波測定系 

本研究で使用した測定装置をブロック図に表したものを図 4. 10に示す。ネマテ
ィック液晶装荷NRDガイド型テラヘルツ波移相器に駆動電圧を印加するために
ファンクションジェネレータ (Sony Techtronix, AFG310) および増幅器 (NF, 

S4010) が使用される。また、テラヘルツ波の伝搬損失および位相変化を測定す
るためにオシロスコープ (Aligent Technologies, DSO – X 3014) が接続される。ま
ず、送信器のシンセサイザーで発生させたマイクロ波を周波数逓倍器で 24倍に
増幅することでテラヘルツ波を発生させる。発生したテラヘルツ波は送信アン
テナと受信アンテナの間に置かれるネマティック液晶装荷NRDガイド型テラヘ
ルツ波移相器を透過し、受信機で受信される。測定原理として二つシンセサイ
ザーで周波数 282.5 MHz の差分信号を作り出すことにより、受信された電磁波
はテラヘルツ波と中間周波数 282.5 MHz が含まれる。本装置ではテラヘルツ波
の検出はスーパーへテロダイン方式を用いており、受信されたテラヘルツ波を
中間周波数信号に変換される。この中間周波数信号は 282.5 MHz フィルターに
より、差分信号のみがベクトルボルトメーターに入力される。一方、送信前の
信号も同様に、ベクトルボルトメーターに入力されるため、送信前と受信後の
信号を比較することにより、テラヘルツ波の損失と位相変化を測定することが
できる。このように、ネマティック液晶装荷NRDガイド型テラヘルツ波移相器
に駆動電圧を印加・除去し、液晶の誘電率変化によりテラヘルツ波の伝送特性
の変化を測定した。 

図 4. 9 テラヘルツ波測定装置の構成 

③ 受信機 

② 送信機 

① アンテナ 

④ ゲインと位相表示装置 

⑤ 周波数コントローラ 

⑥ オシロスコープ 
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4.6 ネマティック液晶５ＣＢ装荷ＮＲＤガイド型テラヘルツ波移
相器の測定結果 
4.6.1 350 μ 液晶装荷ＮＲＤガイド型テラヘルツ波移相器の測定結果 
液晶層厚 350 μmのネマティック液晶 5CBを NRDガイド型テラヘルツ波移相

器に装荷し（以下、350 μm  5CB-NRD）、テラヘルツ波測定系を用い、350 GHz

の周波数でデバイスの応答特性を測定した。その測定結果を図 4. 11に示す。図
4. 11(a)に示すように、立ち上がり応答時間は駆動電界に依存し、駆動電界を増
加させると減少することがわかった。また、0.17 V/μmの駆動電界で約 90 msで
ある。次に、図 4. 11(b)に示すように、立ち下がり応答時間は駆動電界に依存せ
ず、ほぼ一定であり、約292 sである。最後に、位相変化量を図4. 11(c)に示す。
0.03 V/μmの駆動電界では位相変化量が 310°であるが、駆動電界が 0.05 V/μmよ
り高くなると位相変化量はほぼ一定で約 314°であるとこがわかる。この測定結
果から液晶層厚 350 μmネマティック液晶 5CB装荷 NRDガイド型テラヘルツ波
移相器を用いることにより、100 ms 以下の短い立ち上がり応答時間および約
314°の大きな位相変化量のテラヘルツ波移相器が得られたが、その反面、立ち

図 4. 10 テラヘルツ波測定系 
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下がり応答時間は 292 sであり、非常に長いことがわかった。このような移相器
は実際の電子デバイスには応用不可能であると考えられる。 

(b)

(a) 

(c) 
図 4. 11 350 μmネマティック液晶装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移相器 

の測定結果 (a)立ち上がり応答時間、(b)立ち下がり応答時間、 

(c)位相変化量  
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4.6.2 100 μ および 25 μ 液晶装荷 NRD ガイド型テラヘルツ波移相器の測定
結果 

計算式 =  に示すように、立ち下がり応答時間は液晶層厚の 2乗に比

例するため、液晶層厚を薄くすることにより、立ち下がり応答時間は急激に減
少し、より短い応答が得られると考えられる。しかしながら、ネマティック液
晶装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移相器は NRDガイドとして動作できるよう
に、誘電体の厚さを一定の範囲内を保つ必要がある。そのため、本節では、図
4. 8 に示すように、ネマティック液晶金属セル部分において、厚さ 125 μmの
PET フィルムの 2 枚を用い、金属基板と液晶層の間に挟み込むことにより液晶
層厚を 100 μmと 25 μm（誘電体厚はそれぞれ 350 μmと 275 μm）のデバイスを
作製し（以下、100 μm  5CB-NRD と 25 μm  5CB-NRD）、それぞれの応答特性を
測定した。測定結果を図 4. 12に示す。さらに、25 μmおよび 100 μmネマティッ
ク液晶 5CB 装荷 ITO ガラス平行平板セルもあわせて示している（以下、25 μm 

5CB-ITO と 100 μm 5CB-ITO）。まず、位相変化量に関して図 4. 12(a)に示すよう
に、液晶層厚が減少することにより位相変化量が減少することがわかる。具体
的には 350 μm 5CB-NRDの位相変化量は約 314°であるが、100 μm 5CB-NRDの
位相変化量が約 150°であり、25 μm 5CB-NRD の位相変化量は約 39.5°である。
ここで、式(4. 1)に示したように、位相変化量は NRD ガイド型テラヘルツ波移
相器のネマティック液晶層の長さおよびネマティック液晶の複屈折に依存する
ため、その長さを延長させるあるいはより高い複屈折を有するネマティック液
晶を使用することでより大きい位相変化量を得ることは可能であると考えられ
る。 

図 4. 12(b)に立ち上がり応答時間を示す。すべてのデバイスにおいて、駆動電
界は増加すると立ち上がり応答時間が減少することがわかる。また、デバイス
の種類によらず、電界依存性はほぼ等しく、0.5 V/μmの電界で立ち上がり応答
時間は約 30 ms である。一方、図 4. 12(c)に示すように、立ち下がり応答時間は
駆動電界およびデバイスの種類に依存しないことがわかる。すべてのデバイス
において液晶層厚が等しいであると立ち下がり応答時間はほぼ等しい。具体的
には 100 μm  5CB-ITO の立ち下がり応答時間が約 25 s であるに対して 100 μm 

5CB-NRDの立ち下がり応答時間が約 22.2 sである。また 25 μm 5CB-ITOの立ち
下がり応答時間が約 1.6 sであるに対して 25 μm 5CB-NRDの立ち下がり応答時
間が約 1.4 sである。また、立ち下がり応答時間は液晶層厚の 2乗に比例するこ
とも確認できた。具体的に、25 μm 5CB-NRDの立ち下がり応答時間が約 1.4 sで
あるに対して 100 μm  5CB-NRD の立ち下がり応答時間が約 22.2 s であり、
350 μm 5CB-NRDの立ち下がり応答時間が約 292 sであった。よって、ネマティ
ック液晶装荷 NRD ガイド型テラヘルツ波移相器に PET フィルムを挿入するこ
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とにより、液晶層厚を減少することをでき、立ち下がり応答時間を 1 秒オーダ
ーに短縮することが実現できた。 

スタティックなデバイスを実現するために、大きい位相変化量かつ短い応答
時間の特性を有するネマティック液晶装荷NRDガイド型テラヘルツ波移相器が
必要である。以上の測定結果より、ネマティック液晶 5CB 装荷 NRD ガイド型
テラヘルツ波移相器の立ち上がり応答時間は 1 s程度であったが、立ち下がり応
答時間に関しては、液晶層厚を 25 μmに減少すると約 1.4 sであり、より改善す
ることが望ましいと考えられる。一方、位相変化量に関して、液晶層厚が
350 μmである場合では約 314°であり、実際のデバイスに十分に応用可能である
と考えられるが、液晶層厚を 25 μmに減少させると約 39.5°に減少してしまう。 
本研究で用いた液晶装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移相器の誘電体線路長は 5 

mmであるため、実用化する際に、応答時間が 1 s程度で位相変化量が 360°の移
相器を実現するためには誘電体線路長を約 9倍に延長する、すなわち約 45 mm

に延長する必要がある。この長さはやや長いので、本液晶装荷NRDガイド型テ
ラヘルツ波移相器を実際のデバイスに応用するには位相変化量および応答時間
の両方ともより改善する方法の検討が必要であると考えられる。 
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(b) 

(a)

(c)

図 4. 12 ネマティック液晶装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移相器および 
ITO平行平板セルの測定結果 (a)位相変化量、(b)立ち上がり応答時間、
(c)立ち下がり応答時間  
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4.7 まとめ 
本章では、テラヘルツ波の概要および基本NRDガイドの構造について説明す

るとともに、その動作原理について述べた。次に、固体誘電体を用いた基本の
NRD ガイドの代わりにネマティック液晶を用いたネマティック液晶 5CB 装荷
NRD ガイド型テラヘルツ波移相器を提案し、テラヘルツ波測定系により液晶層
厚 350 μm、100 μm、25 μmネマティック液晶 5CB装荷 NRDガイド型テラヘル
ツ波移相器の応答特性を測定した。すべてのデバイスにおいて立ち上がり応答
時間は駆動電界に依存し、駆動電界が大きくなると減少することが確認できた。
また、立ち上がり応答時間はデバイスの種類に依存せずほぼ等しく、電界が 0.5 

V/μmより大きい場合に約 30 msであることがわかった。一方、立ち下がり応答
時間は駆動電界とデバイスの種類に依存せずに液晶層厚の 2 乗に比例すること
が確認できた。液晶層厚 350 μmネマティック液晶 5CB装荷 NRDガイド型テラ
ヘルツ波移相器の立ち下がり応答時間は約 292 sであるが、液晶層厚を 25 μmに
減少させると立ち下がり応答時間は約 1.4 sになり、約 208分の 1倍に短縮でき
た。しかしその反面、位相変化量が 314°から約 39.5°に減少することがわかった。
この位相変化量を大きく得るために、ネマティック液晶装荷NRDガイド型テラ
ヘルツ波移相器のガイド長を長くする、あるいはより高い複屈折を有するネマ
ティック液晶が必要である。本移相器は実際の電子デバイスに応用するために
は、位相変化量と応答時間の両方をより改善する必要があることがわかった。 
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第 5章 
二周波駆動およびナノファイバー複合体による

液晶装荷 NRD ガイド型テラヘルツ波 
移相器の応答改善 

 
5.1 はじめに 

前章ではNRDガイド型テラヘルツ波移相器の動作原理および液晶単体を用い

た移相器の動作特性について説明した。その中で、NRD ガイドの誘電体層を全

て液晶とした場合、液晶層の厚さは 350 μmと厚くなるため、立ち下がり応答時
間が 292 sと非常に長いことがわかった。また、液晶層の上下を PET取扱とし、

液晶層の厚さを減少させることにより、立ち下がり応答時間を短縮することが

できることを明らかにしたが、まだ十分とはいえない。そこで、本章では、まず

二周波液晶および二周波駆動の改善方法について説明し、ネマティック液晶

RDP-A4188 を用いて NRD ガイド型テラヘルツ波移相器および ITO ガラス平行

平板セルに装荷し、応答時間の改善を検討する。次に、ナノファイバーの作製お

よび液晶／ナノファイバー複合体による応答改善原理について説明する。最後

に、ネマティック液晶 RDP-A3123／ナノファイバー複合体を用いて液晶装荷

NRDガイド型テラヘルツ波移相器の応答改善について検討する。 

 

5.2 二周波駆動液晶による応答時間の改善 

5.2.1 二周波駆動液晶 

サーモトロピック液晶の大部分は棒状分子からできることがよく知られてい

る。棒状の形状をしている液晶分子は極性基の結合位置によって、分子全体の双

極子モーメントの向きと大きさを調整することができる。液晶分子に駆動電圧

を印加すると、液晶分子はその電界方向に揃うように再配向する。しかしながら、

ある種類の液晶分子に対して、印加する駆動電圧の周波数を数ヘルツから数メ

ガヘルツ（低い周波数から高い周波数）まで変化させると、以前電界方向に平行

に配向していた液晶分子が、ある周波数の値に達すると垂直に配向するように
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なる。このように液晶の誘電異方性が正から負に変化する現象を示す液晶材料

を二周波液晶という。序論の液晶の概要で説明したように液晶相には液晶分子

の配向様式の違いにより数種類に分類でき、その中でも最も配向秩序度の低い

ものはネマティック相である。ネマティック液晶は配向秩序度が小さいことか

ら一般的に粘度が低く、電場に対する応答性が良いため、一般的にディスプレイ

や光シャッターなどのような光学デバイスの液晶材料として広く用いられてい

る。そこで、このような低粘度で駆動電界に対して応答性がよく、駆動電圧の周

波数に対する配向様式の違いを示すネマティック二周波液晶を用い、NRD ガイ

ドに装荷することで、各周波数において分子の配向変化に駆動力を付与するこ

とができるため、応答時間の改善が期待できる。 

 

5.2.2 改善原理 

一般的に液晶に電界を印加した際、誘電異方性が正の場合は液晶は電界に配

向させる力が働く。その力がアンカーリングによる規制力より大きくなった場

合、液晶分子は電界方向に再配向する。この過程を立ち上がり応答といい、応答

時間は比較的に短い。一方、印加電界が除去すると電界の影響がなくなり、アン

カーリングによる規制力の働きにより液晶分子は初期配向に戻る。これを立ち

下がり応答といい、立ち下がり応答時間は式(5. 1)により計算される。  

      				   =                 (5. 1)  

図 5. 1 二周波駆動の改善方法の概要図 
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ここでは、 は立ち下がり応答時間であり、  は液晶層厚、 は粘度、 は弾性

定数である。立ち下がり応答過程において液晶分子は電界の影響を受けないた

め、電界を印加した際の立ち上がり応答時間と比べ非常に長い。そのため、積極

的に電場を印加することで、初期の配向状態へ戻すことが出来ればより短い応

答時間を得ることができる。二周波液晶の誘電異方性(∆ )は低周波数帯におい
て正であり、高周波数帯において負である。二周波液晶を用いるデバイスに駆動

電界を印加し続けながら周波数を低周波数から高周波数に切り替えることで応

答時間を改善するのは本改善方法の原理である。 

 

5.2.3 各液晶の誘電率の周波数依存性 

液晶装荷 NRD ガイド型テラヘルツ波移相器に用いるネマティック液晶 RDP-

A4188 (DIC)、ネマティック液晶 RDP-A3123 (DIC)および単体ネマティック液晶

5CB のそれぞれの誘電率周波数依存性特性を測定した。測定結果を図 5. 2 に示

す。図 5. 2（a）に示すようにネマティック液晶 RDP-A4188においては約 520 kHz

の周波数で誘電異方性の符号が変わるのに対して、ネマティック液晶 RDP-

A3123は約 3.64 MHzの周波数で誘電異方性の符号が変わる。また、図 5. 2 (b)に

示すように、ネマティック液晶 5 CBは約 9.7 MHzの周波数で誘電率の符号が変

わることがわかる。1 MHz のような高周波領域ではアンプにより高い電圧を出

力することが困難であるので、ネマティック液晶 RDP-A3123およびネマティッ

図 5. 2 (a) RDP-A4188ネマティック液晶と RDP-A3123ネマティック液晶 

および(b) 5CBネマティック液晶の誘電率の周波数依存性 

(a) (b) 
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ク液晶 5 CBは二周波液晶として扱いにくいと考えられる。そのためにネマティ

ック液晶 RDP-A8188の使用を検討した。 

 

5.2.4 RDP-A4188 液晶装荷 NRD ガイド型テラヘルツ波移相器の測定結果 

ネマティック液晶 RDP-A4188 を装荷した NRD ガイド型テラヘルツ波移相器

(以下、25 μm RDP-A4188-NRD/1kHzとする) の位相変化量、立ち上がり時間お

よび立ち下がり応答時間の測定結果を図 5. 3に示す。このとき、液晶層厚は 25 μmである。この図には、ネマティック液晶 5CB装荷 NRDガイド型テラヘルツ

波移相器（以下、25 μm 5CB-NRD）の測定結果もあわせて示している。この測

定結果により、25 μm RDP-A4188-NRD/1kHzの位相変化量は駆動電界の増加に

伴って大きくなることを確認でき、0.1	V/μmの駆動電界では約 60°であり、ま

だ増加する傾向がある。一方、25 μm 5CB-NRD の位相変化量は約 0.1	V/μmの
駆動電界で位相変化量がほぼ飽和している。また 25 μm RDP-A4188-NRD/1kHz

の位相変化量の方が 25 μm 5CB-NRD より約 1.5 倍が大きくネマティック液晶

RDP-A4188 を用いることで大きい位相変化量が得られることがわかった。理由

としてはネマティック液晶 RDP-A4188の方が複屈折が大きいと考えられる。立

ち上り応答時間は図 5. 3(b)に示したように、駆動電界の増加に伴って短くなる

ことを確認できた。駆動電界が低い場合では 25 μm RDP-A4188-NRD/1kHzの方

が長いが駆動電界が高くなるとほぼ 25 μm 5CB-NRD の立ち上がり応答時間と

等しいことがわかった。主な原因としてはネマティック液晶 5CB において粘度

定数は 24.6 mPa・s (25℃)であるのに対してネマティック液晶 RDP-A4188の粘

度定数は 220.2	mPa・s (20℃)であり、粘度が高いからであると考えられる。 

最後に、立ち下がり応答時間の結果を図 5. 3(c) に示す。25 μm 5CB-NRDに

おいて立ち下がり応答時間は約 1.4 s であるに対して 25 μm  RDP-A4188-

NRD/1kHz の立ち下がり応答時間は約 3 s であり、約 2 倍長いことがわかった。

ネマティック液晶 RDP-A4188を用い、大きな位相変化量を維持しながら立ち下

がり応答時間を減少するため、二周波駆動による駆動を検討する。 

 

 

 

 



88 
 

 

図 5. 3 ネマティック液晶 RDP-A4188装荷 NRDガイド型テラヘルツ波 

      移相器の測定結果 (a) 位相変化量、(b) 立ち上がり応答時間、 

 (c) 立ち下がり応答時間 

(a) 

(b) 

(c) 
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5.2.5 二周波駆動によるRDP-A4188液晶装荷NRDガイド型テラヘルツ波移相器

の測定結果 

駆動電界を液晶層厚 25 μmネマティック液晶 RDP-A4188装荷 NRDガイド型テ

ラヘルツ波移相器に印加し続け、周波数を 1 kHzと 1 MHz切り替える際に移相

器の応答特性を測定した。その測定結果を図 5. 4 に示す。25 μm RDP-A4188-

NRD/1kHzの測定結果もあわせて示す。位相変化量については 1 kHz-1 MHzの二

周波駆動を用いて移相器を駆動したとき (以下、25 μm RDP-A4188-NRD/1kHz

・1MHzとする) と 25 μm RDP-A4188-NRD/1kHzは図 5. 4(a)に示したように等

しいことがわかった。これにより、二周波駆動方法は位相変化量に影響を与えず

、位相変化量を保つことができることが確認できた。また、図 5. 4(b)に示すよう

に 25 μm RDP-A4188-NRD/1kHz・1MHz と 25 μm RDP-A4188-NRD/1kHz の立

ち上がり応答時間は等しく、0.1	V/μmの駆動電界より高い電界で 1 s以下である

ことがわかる。一方、図 5. 4(c)に示すように、駆動電界が低い場合では 25 μm 

RDP-A4188-NRD/1kHz・1MHzと 25 μm RDP-A4188-NRD/1kHzの立ち下がり応

答時間はほぼ等しく、約 3 sであることがわかる。これは、駆動電界によるトル

クよりもラビングによる配向規制力の方が強いことを示唆している。一方、駆動

電界が 0.08	V/μmより高くなると 25 μm RDP-A4188-NRD/1kHz・1MHz の立ち

下がり応答時間の方が短くなり、応答改善がみられる。しかし、その改善度はま

だ低く、立ち下がり応答時間は 2 sより長いことがわかった。 

より高い駆動電界で測定し、二周波駆動方法による応答改善効果を検討する

のは望ましいですが、本研究において使用した測定系では、パワーアンプの出力

に限界があり、1 MHzの周波数では最大 70 Vまでしか出力することができず、

ネマティック液晶装荷NRDガイド型テラヘルツ波移相器に十分な電界を印加す

ることができず、二周波駆動の効果を十分に発揮できなかったと考えられる。こ

れを明らかにするため、同じ液晶層厚 25 μmネマティック液晶 RDP-A4188を用

い、ITOガラス平行平板セルに注入し、1 kHz-1 MHzの二周波駆動の改善効果を

確認した。その測定結果を図 5. 5に示す。 
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図 5. 4 二周波駆動によるネマティック液晶 RDP-A4188装荷 
NRDガイド型テラヘルツ波移相器の測定結果 

 (a) 位相変化量、(b) 立ち上がり応時間、(c) 立ち下がり応答時間 

(b) 

(c) 

(a) 



91 
 

図 5. 5(a)に示すように 1 kHz-1 MHzの二周波駆動を用いて ITOガラス平行平

板セルを駆動したとき (25 μm RDP-A4188-ITO/1kHz・1MHz) の立ち上がり応

答時間は 1 kHzの周波数で駆動したとき (25 μm RDP-A4188-ITO/1kHz) と等

しいことがわかる。一方、図 5. 5(b)に示すように 25 μm RDP-A4188-ITO/1kHz

の立ち下がり応答時間は駆動電界に依存せずにほぼ一定であり約 2.8 sである。

これに対して 25 μm RDP-A4188-ITO/1kHz・1MHzの立ち下がり応答時間は駆動

電界の増加に伴って減少することがわかった。また駆動電界は 1.25 V/μmより
高くなると立ち下がり応答時間は 0.2 s以下となることがわかった。本測定結果

から、二周波駆動の改善方法を用いることにより液晶層厚 25 μmネマティック
液晶 RDP-A4188 装荷 ITO ガラス平行平板セルにおいて立ち上がり応答時間に

影響を与えずに、立ち下がり応答時間を約 1/14 倍に短縮でき、二周波駆動の改

善方法の効果を明らかにした。ここでネマティック液晶 RDP-A4188 装荷 NRD

ガイド型テラヘルツ波移相器の測定結果とネマティック液晶 RDP-A4188 装荷

ITO ガラス平行平板セルの測定結果を同じ図に示すと図 5. 6 のようになる。ネ

マティック液晶装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移相器の測定結果は図 5. 6の青

い楕円形に囲まれた領域である。液晶装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移相器の

立ち上がり応答時間は駆動電界に依存し、減少し続けており、液晶装荷 ITO ガ

ラス平行平板セルの立ち上がり応答時間と同じ傾向を示す。また、立ち下がり応

答時間も同様の結果を示している。ここで、それぞれのデバイスにおいて液晶 

図 5. 5 二周波駆動によるネマティック液晶 ITOガラス平行平板セルの 
測定結果 (a) 立ち上がり応答時間および (b) 立ち下がり応答時間 

 (a)   (b)  
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層にかかった電界を比較すると、液晶装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移相器の

方が低いことは明らかである。したがって、液晶装荷 ITO ガラス平行平板セル

の液晶層にかかった電界の同程度の電界を液晶装荷NRDガイド型テラヘルツ波

移相器に印加することできれれば、液晶装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移相器

においても液晶装荷 ITO ガラス平行平板セルと同様の改善を得る可能性がある

と考えられる。 

 

 

図 5. 6 二周波駆動によるネマティック液晶装荷 NRDガイド型移相器および
ITOガラス平行平板セルの測定結果(a) 立ち上がり応答時間、 
(b) 立ち下がり応答時間 

 (a)  

 (b)  
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一方、二周波駆動の改善方法においては立ち上がり応答時間と立ち下がり応

答時間の両方とも立ち上がり応答時間の計算式（5. 2）に依存する。 

図 5. 2(a)で示した各液晶の誘電率の周波数依存性において、ネマティック液晶

RDP-A4188では、1 kHzの周波数の誘電異方性Δ は約 21.8であり、1 MHzの周

波数の誘電異方性Δ は約 0. 91である。二周波駆動の改善方法を用いる場合には

立ち下がり応答時間は立ち上がり応答時間と比べ、式 5. 2 のΔ の大きさの違い
により、約 24倍長いことがわかる。より短い立ち下がり応答時間を得る、すな

わち立ち上がり応答過程と同じ速さの立ち下がり応答過程が得られるためには

、1 kHz の周波数での誘電異方性と 1 MHz の周波数での誘電異方性が等しいネ

マティック液晶が必要であると考えられる。 

以上より、液晶装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移相器において二周波駆動の

改善方法は有効であることを確認ができた。また、この改善方法の効果を十分に

発揮するためには、液晶材料の選定が必要であることがわかった。 

 

5.3 液晶／ナノファイバー複合体による応答時間の改善原理 

5.3.1 まえがき 
マイクロ波ミリ波移相器の応答時間改善を考察する際にも説明したように、
液晶を高周波デバイスに応用する際には、デバイスの液晶層の厚さが数十μm か
ら数百μmとなるため、電圧を除去した際の液晶の立ち下り応答時間が非常に長
く、数十秒以上となり、応用上大きな課題となる。実際にネマティック液晶 5CB

装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移相器の測定結果も明らかにしたように、液晶
層厚 100	μmでは立ち下がり応答時間は約 22 sであった。これは液晶層が厚いデ
バイスの一般的な問題である。この問題を解決するため、高分子安定化ネマティ
ック液晶の利用などの研究が行われているが、不透明な金属基板で構成された
液晶装荷NRDガイド型テラヘルツ波移相器では紫外線照射による高分子ネット
ワークを形成させることが不可能である。よって、この改善方法は適切ではない
と考えられる。 

一方、ナノファイバーは直径が数 nmから 1000 nmまでの高分子繊維であり、
生物医学分野[93-95]からエネルギー関連のデバイスまで幅広く応用され、電子
デバイスの分野でも注目を浴びている[96-98]。ナノファイバーは直径が非常に
小さいため、液晶分子との相互作用が期待される。ナノファイバーは PSNLCで

			 = 		 Δ ( − ) (5. 2)
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形成される高分子鎖と比べると直径が太く、形成する高分子材料を選択するこ
とにより液晶との相互作用の強さを制御することも期待できる。そこで本節で
は、ナノファイバーと液晶の相互作用を利用したネマティック液晶／ナノファ
イバー複合体によるネマティック液晶装荷NRDガイド型テラヘルツ波移相器の
時間応答改善を目的とし、ナノファイバーを形成する素材として Polyacrylonitrile 

(PAN)を取り上げ、ネマティック液晶／ナノファイバー複合体装荷 NRD ガイド
型テラヘルツ波移相器の応答特性などについて検討を行う。 

 

5.3.2 ナノファイバーの作製 

ナノファイバーを形成させるために、本研究では高分子材料としてポリアク
リロニトリル（Polyacrylonitrile: PAN）を使用した。PANは一般的に繊維や合成

 (b)  

 (a)  
(Polyacrylonitrile; n=1800) 

PAN 

(Dimethylformamide) 
DMF 

ナノファイバー作製パラメーター 

図 5. 7 試料の化学構造、ナノファイバー作製パラメーター	
およびナノファイバー溶液の調整過程

化学構造 

ナノファイバー溶液の調整過程 

 (c) 

 (d) 
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ゴムの原料などに使用されている有機高分子の一種で、特徴として耐薬品性、保
香性、薬品性分の低吸着性等がある。化学構造式は図 5. 7(a)である。この PAN

を溶液として扱うために、溶媒として、ジメチルホルムアミド
（Dimethylformamide: DMF）を使用した。DMFは有機合成用の溶媒、触媒、ガ
ス吸引剤等で使用されている。化学構造式は図 5. 7(b)である。濃度 12 wt%の PAN

ナノファイバー溶液の調製過程は、まず、溶媒溶液 DMFを所定の分量をサンプ
ル瓶に投入し、加熱装置付マグネティックスターラー(ASONE、RSH-4DN)で約
60�に加熱する。 

次に高分子モノマーPAN を必要な分量を投入し、スタラーチップを入れて

60℃で約 6 時間攪拌する。PAN ナノファイバー溶液が完成した後にシリンジで

吸い込み、ナノファイバーを作製準備のためにエレクトロスピニング装置 

(MECC、 NANON-03) に取り付ける。次に、エレクトロスピニングの概要図を

図 5. 8に示す。この装置は高電圧源、シリンジ、金属ノズルとアースされたコレ

クターから構成される。シリンジチューブにある PANナノファイバー溶液がフ

ィードレート 1 ml/hで押し出されながら金属ノズルに高電圧 20 kVを印加する

とにより、電荷を PANナノファイバー溶液中に誘起させる。その際、ノズル先

端にある液滴が表面張力の影響を受けるため、球形から Taylor 円錐形へ変化す

図 5. 8 エレクトロスピニング概要図	
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る。金属ノズルとコレクター間の印加高電圧の電気引力が PANナノファイバー

溶液の滴の表面張力を上回り、金属ノズル先から流体ジェットがアースされた

コレクターに向け噴射される。その際、流体ジェット中の溶媒は徐々に揮発し、

コレクターに到達するときには、ジェットサイズがナノサイズまで減少し、ナノ

サイズのファイバーが得られる。また、この装置のコレクターが回転可能なドラ

ムであり、ドラムを高速回転させながらエレクトロスピニングを行うため、形成

されるナノファイバーはコレクターの回転方向に沿って初期配向が与えられる。

ナノファイバーの作製条件としてはナノファイバー溶液の濃度はもちろんであ

るがコレクターの回転速度もひとつの重要なパラメーターである。 

 

5.3.3 改善原理 

節 3. 3 で説明したように、一般にネマティック液晶の電圧を除去した際の立

ち下がり応答時間 は式(3. 6)で与えられ、液晶層厚の 2乗に比例する。図 5. 9

にネマティック液晶／ナノファイバー複合体の概念図を示すが、液晶層内にナ

ノファイバーが導入されると新たな界面となる。ナノファイバーと接する液晶

分子がアンカーリングによる規制力を受けることから実質的に液晶層厚がナノ

ファイバーの間隔であるとみなすことができ、液晶層厚は薄くなったと同様の

効果が得られる。このように，実質的な液晶層厚を減少させることにより立ち下

がり応答時間の改善を図るものである。 

通常のネマティック液晶に駆動電圧を印加した際に分子が電圧に対して応答

を始める閾値電圧 は式(5. 3)で与えられる[54-56] = ∆           (5. 3)           

図 5. 9 ネマティック液晶／ナノファイバー複合体	
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ここで、 は真空中の誘電率であり、∆εは液晶の誘電異方性である。この式から
閾値電圧は液晶層の厚さに依存せずに一定であることがわかる。したがって、通

常のネマティック液晶を用いた場合ではセルの厚さを増加させても閾値電圧は

増加しない。しかしながら、ナノファイバーを用いた場合ではナノファイバーが

界面として動作するため、ナノファイバー間隔ごとに閾値電圧が必要となり、セ

ル全体での閾値電圧が増加することによって液晶を駆動するための電圧が増加

する。 

 

5.3.4 ナノファイバー複合体による液晶装荷 NRD ガイド型テラヘルツ波移相

器の測定結果 

図 5. 10 に 25 μmネマティック液晶 RDP-A3123 を装荷した NRD ガイド型テ

ラヘルツ波移相器(以下、25 μm RDP-A3123-NRD) 、100 μmネマティック液晶
RDP-A3123を装荷した NRDガイド型テラヘルツ波移相器(以下、100 μm RDP-

A3123-NRD)および 100 μmネマティック液晶 RDP-A3123／ナノファイバー複合

体を装荷した NRD ガイド型テラヘルツ波移相器(以下、100 μm RDP-A3123／

NF-NRD)の測定結果を示す。図 5. 10(a)、図 5. 10(b)および図 5. 10(c)はそれぞれ

立ち上がり応答時間、立ち下がり応答時間および位相変化量である。本図におい

てネマティック液晶 5CBを装荷した NRDガイド型テラヘルツ波移相器(25 μm 

5CB-NRD)の測定結果もあわせて示す。図 5. 10(a)に示すように、立ち上がり応答

時間はすべてのデバイスにおいて駆動電界に依存することを確認でき、駆動電

界が高くなると減少することがわかる。また、駆動電界が 0.08 V/μm より高い

場合では各デバイスの立ち上がり応答時間はほぼ等しく、1 ｓ以下であること

がわかる。次に、図 5. 10(b)に示すように、100 μm RDP-A3123-NRDおよび 25 μm RDP-A3123-NRD の立ち下がり応答時間はそれぞれ約 18.7 s および 1.4 s に

対して 100 μm RDP-A3123/NF-NRDの立ち下がり応答時間が約 0.14 sである。

この結果により、液晶層を薄くするよりもネマティック液晶 RDP-A3123をナノ

ファイバーと複合化した方が立ち下がり応答時間を大幅に改善できた。また同

じ液晶層厚 100 μmのとき、液晶単体と比較するとナノファイバーと複合化した
ことで立ち下がり応答時間を約 134 分の 1 に短縮できたことがわかる。位相変

化量に関しては図 5. 10(c)に示した通り、25 μm 5CB-NRDにおいて約 39.5°で

あるに対して 25 μm	RDP-A3123-NRDの位相変化量は約 75°であった。これに
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より、ネマティック液晶 RDP-A3123を使用した方がより大きな位相変化量が得

られることが明らかである。一方、100 μm	RDP-A3123-NRD デバイスにおいて

最大値が約 280°であるが 100	μm RDP-A3123/NF-NRD のデバイスにおいて最

大値が約 60°程度であった。よって、ネマティック液晶 RDP-A3123をナノファ

イバーと複合することで位相変化量が大きく減少することがわかる。実験デバ

イスの誘電体長は 5 mmであるため、実用化する際、位相変化量 360°を有する移
相器を実現するためには誘電体長 6倍を延長する、すなわち 30 mmに延長する

必要がある。液晶装荷マイクロ波ミリ波移相器と比べると 30 mmという長さは

非常に短く、一般的にも実現可能性は十分にあるため、液晶層厚 100 μmネマテ
ィック液晶RDP-A3123/NF複合体装荷NRDガイド型テラヘルツ波移相器はバラ

ンスが良い移相器であると考えられる。 
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図 5. 10 ネマティック液晶 RDP-A3123およびネマティック液晶 

RDP-A3123／NF複合体装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移相器の 
測定結果 (a) 立ち上がり応答時間、(b) 立ち下がり応答時間と 
(c)位相変化量 

 (a) 

 (b) 

 (c) 
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5.4 今後の展望 

ナノファイバーの改善効果を活用しながらNRDガイドの構造上において PET

フィルムスペーサーの代わりに紫外線硬化により、重合した高分子壁を用いて

誘電体の部分を囲む構造を作製する。液晶材料としてネマティック液晶 RDP-

A3123 (DIC) を使用し、重合性モノマーとして UCL-DA4 (DIC) を用い、10wt％ 

高分子混合液を調整する。図 5. 11に示すように、PETフィルムを用い金属平行

平板液晶セル内部の透過型デバイスを作製後にデバイスの中心に幅 4 mm のマ

スクを装着し、調整した高分子混合液を注入し、紫外線照射により高分子化する。

紫外線に当たった部分が高分子化して行き、重合性モノマー成分が減少して行

く。マスクの遮断により紫外線が当たらない部分のモノマーが拡散現象により

両端に移動して行くようになる。その繰り返しで最終的に、図 5. 12に示すよう

に両側のデバイスに高分子安定化ネマティック液晶の壁が構築され，中心部分

に液晶単体が残る。次に PET フィルムのスペーサー部分を切り除くことで位相

差を増加させることを期待できる。また移相器の誘電体長を伸ばすことで位相

変化量を増加させることもできると考えられる。 

 

 

 

 

 
 
 
 
5.5 まとめ 

本章では、二周波液晶および二周波駆動を用いた応答の改善方法を説明した。

ネマティック液晶 RDP-A4188 を用いて NRD ガイド型テラヘルツ波移相器およ

び ITO ガラス平行平板セルに装荷し、応答特性を測定し応答時間の改善を検討

した。実験結果から、ネマティック液晶 RDP-A4188を用いることで、液晶装荷

NRD ガイド型テラヘルツ波移相器において、大きな位相変化量が得られること

が確認できた。また、二周波駆動の改善方法による立ち下がり応答時間改善は有

効な方法であることが確認できたが、その改善度は低いことがわかった。理由は

図 5. 11 PSNLC壁の構

substrate 
PET film  

PET film  
spacer 

substrate 
PET film  

PET film  
spacer 

図 5.1 2 PSNLC壁の作製 
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液晶装荷NRDガイド型テラヘルツ波移相器に十分な電界を印加することができ

なかったためである。この改善方法の効果を十分に発揮するためには、高周波数

帯域での負の誘電異方性の大きさが低周波数帯域での正の誘電異方性と同程度

に大きな液晶材料の選定が必要であることがわかった。 

次に、ナノファイバーの作製およびナノファイバー複合体による応答改善原

理について説明した。その後、ネマティック液晶 RDP-A3123／ナノファイバー

複合体を用い、NRD ガイド型テラヘルツ波移相器に装荷し、デバイスの応答改

善について検討した。液晶層厚 100	μmの単体ネマティック液晶 RDP-A3123 装

荷NRDガイド型テラヘルツ波移相器の位相変化量および立ち下がり応答時間は

それぞれ約 280°と 18.7 sであるに対して、液晶層厚 100	μmのネマティック液晶
RDP-A3123／ナノファイバー複合体装荷NRDガイド型テラヘルツ波移相器の位

相変化量および立ち下がり応答時間が約 60°と 0.14 sであった。これにより、ナ

ノファイバーと複合化することで位相変化量は大きく減少したが、立ち下がり

応答時間を大幅に減少させることができ、液晶単体と比較して約 134 分の 1 に

短縮することができることがわかった。立ち上がり応答時間は約 1 sであり、立

ち下がり応答時間は約 0.14 sであり、位相変化量は約 60°であるため、本研究で

は液晶層厚 100	μmのネマティック液晶RDP-A3123／ナノファイバー複合体装荷

NRD ガイド型テラヘルツ波移相器は実用化の可能性が高くバランスの良いデバ

イスを実現できたと考えられる。 
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第 6章 結論 

 
本論文では液晶を用いたマイクロ波からテラヘルツ波可変移相器について研

究を行った。液晶層が厚いため、印加駆動電界を除去した際の立ち下がり応答時

間が非常に長くなる問題がある。応答時間が 1 s以下を目標とし、各移相器の特

性の研究を行いながら、それぞれの移相器に対して適切な応答改善方法につい

て提案した。また、各移相器の位相変化量を考察し、実際のデバイスに応用する

際に 360°の位相変化量を実現する可能性を検討した。論文を「マイクロ波から

テラヘルツ波帯で動作する液晶装荷可変移相器に関する研究」と題して検討を

行った。マイクロ波ミリ波領域において、プリント基板上に作製された CPW伝

送線路およびMSL伝送線路を用い、液晶単体を用いて動作確認を行った後、液

晶層中に高分子ネットワークを導入した光重合型 PSNLC 装荷 CPW 型および

MSL 型移相器について検討した。ミリ波やテラヘルツ波領域では、ガイド型導

波路である NRDガイドを用い、誘電体としてネマティック液晶を取り上げ、周

波数が 260～400 GHzのテラヘルツ波帯における液晶装荷 NRDガイド型テラヘ

ルツ波移相器をはじめて提案し、その動作確認と応答特性について検討した。ま

た、立ち下がり応答時間の改善方法として二周波駆動による応答改善およびナ

ノファイバーと複合した液晶／ナノファイバー複合体の使用による応答改善を

検討した。 

まず、第 1 章では液晶の歴史および分類など歴史的事項と本論文で取り上げ

たネマティック液晶の電界との相互作用等の特性を説明した。次に、液晶装荷マ

イクロ波ミリ波伝送線路について説明し、応答特性の問題を明確に提起し、過去

の研究成果も含めて説明した。さらに、テラヘルツ波領域において液晶装荷テラ

ヘルツ波伝送路を提案した。 

第 2章では液晶を用いたマイクロ波ミリ波移相器としてのCPW型移相器およ

びMSL型移相器の構造との相違点を述べ、さらにマイクロ波ミリ波移相器とし

ての動作原理を説明した。また、CPW 型移相器および MSL 型移相器のそれぞ

れの構造における液晶層の境界面や電界の印加方向、高周波電界特性の比較な

どの違いから、マイクロ波ミリ波移相器としての特性や作製の容易さなどにつ

いて説明した。最後に、実際に作製した液晶単体装荷 CPW型および液晶単体装
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荷MSL型移相器の動作を確認し、それらの応答特性を検討した。 

第 3章では光重合型 PSNLCの概要を説明し、光重合型 PSNLCの調製とこれ

を利用したデバイスの立ち下がり応答時間の改善原理を述べ、本研究の用いる

アンチパラレルラビングについて説明した。また、調整した光重合型 PSNLC液

晶セルの誘電異方性の駆動電界依存性および過渡応答による応答時間の測定に

ついて測定原理および測定方法を述べ、その結果について考察を行った。得られ

た結果をもとに、マイクロ波ミリ波移相器に装荷する光重合型 PSNLCを検討し

た。光重合型 PSNLC装荷マイクロ波ミリ波移相器をMSL型移相器および CPW

型移相器の 2 種類を作製し、位相変化の駆動電界依存性と立ち上がりおよび立

ち下がり応答時間の駆動電界依存性を測定し、光重合型 PSNLCを用いたマイク

ロ波ミリ波移相器の特性を評価した。 

 第 4章では、未開拓周波数と言われるテラヘルツ波の概要およびテラヘルツ

波の応用について説明した。次に、基本 NRDガイドの構造について説明すると

ともに、その動作原理について述べた。液晶装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移

相器の動作確認およびデバイスの応答特性を検討するためにネマティック液晶

5CB を用いた。そのデバイスの構造を説明し、テラヘルツ波測定系による測定

結果について述べた。 

 第 5 章では、ネマティック液晶装荷 NRD ガイド型テラヘルツ波移相器の応

答時間を改善するために、二周波液晶の使用による改善方法およびナノファイ

バーと複合した液晶／ナノファイバー複合体の使用による改善方法を検討した。

まず、二周波駆動の改善方法について説明し、ネマティック液晶 RDP-A4188を

用いた NRD ガイド型テラヘルツ波移相器および ITO ガラス平行平板セルの応

答時間の改善を検討した。次に、ナノファイバーの作製および液晶／ナノファイ

バー複合体による応答改善原理について説明した。最後に、ネマティック液晶

RDP-A3123／ナノファイバー複合体を用いて液晶装荷NRDガイド型テラヘルツ

波移相器の応答改善について検討した。 

本研究で得られた成果を以下にまとめる。 

(1) ITO ガラス平行平板セルを用いて液晶単体および光重合型 PSNLC の特性を

評価したとところ、光重合型 PSNLCを装荷した場合には、立ち下がり応答時間

は大きく改善されたが閾値電圧が増加し、誘電異方性∆εは小さくなることを確
認した。またデバイスを作製する際には、パラレルラビングセルを使用すること
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によりもアンチパラレルラビングセルを使用した方が、液晶分子がなめらかに

立ち下がることがわかった。 

(2) 光重合型 PSNLC の重合性モノマー濃度を変化し、それぞれの特性を評価し

た。高分子の濃度を増加させることで、誘電異方性∆εの減少量は大きくなるが立
ち下がり応答時間に関してはより改善されることが分かった。ただし、高分子ネ

ットワークを緻密にするほど、閾値電圧や飽和電圧も大きくなり、液晶分子が応

答するように印加駆動電圧を大きくする必要があることがわかった。 

(3) 光重合型 PSNLC装荷 CPW型およびMSL型マイクロ波ミリ波移相器を作製

し、CPW 型移相器では上部基板から紫外線照射により高分子化を行い、また

MSL 型移相器では側面から紫外線照射により高分子化を行った。それぞれの位

相変化の印加駆動電界依存性および応答時間の評価を実施したところ、CPW型

移相器において、4 wt％光重合型 PSNLCを使用することにより、立ち下がり応

答時間の改善を確認できたが、高周波電界の半分以上が液晶以外の部分を透過

するため、位相変化が小さくなることが分かった。MSL 型移相器では側面から

紫外線を照射したため、CPW 型移相器に比べ MSL 型移相器の方が、応答時間

の改善には高い濃度の高分子の添加が必要であったが、同程度に応答時間を改

善した時の位相変化は CPW 型より約 2 倍大きく、MSL 型の方が効率が良いこ

とが確認できた。さらに、実際のデバイスに応用する観点から検討すると、液晶

装荷 CPW 型移相器よりも液晶装荷 MSL 型移相器の方が容易に応用でき、より

大きな位相変化量が得られることがわかった。 

(4) テラヘルツ波領域において、NRD ガイドの固体誘電体部分の代わりにネマ

ティック液晶を利用し、置き換えることで液晶装荷 NRD ガイドを実現できた。

また、ネマティック液晶装荷 NRDガイドはテラヘルツ波移相器としてはじめて

提案し、実際にデバイスを作製し動作を確認できた。液晶層厚 25μmネマティッ
ク液晶 5CB装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移相器の立ち下がり応答時は約 1 s

であり、位相変化量が約 40°であるこが分かった。応答時間は本研究の目標をほ
ぼ達成できたが、より改善されると望ましい。また、位相変化量を大きく得るた

めに、ネマティック液晶装荷 NRDガイド型テラヘルツ波移相器の液晶部分の長

さを増やす、あるいはより高い複屈折を有するネマティック液晶が必要である。

本移相器を実際のデバイスに応用するためには、位相変化量と応答時間の両方

をより改善する必要があることが分かった。 
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(5) ネマティック液晶 5CB より大きい複屈折を有するネマティック液晶 RDP-

A4188および RDP-A3123を用い、二周波駆動の改善方法とネマティック液晶／

ナノファイバー複合体の使用による応答改善方法について検討した。ネマティ

ック液晶 5CB と比較してネマティック液晶 RDP-A4188 を用いることにより約

1.5倍大きい位相変化量が得られたが、二周波駆動による立ち下がり応答時間の

改善度が低いことが分かった。これは、誘電異方性の符号が反転する周波数が高

いため、デバイスに十分な電界が印加できなかったためであり、二周波駆動の改

善方法の効果を十分に発揮させるためには測定系を改善または液晶材料の選定

を検討する必要があることがわかった。一方、液晶層厚 100 μmネマティック液
晶 RDP-A3123／ナノファイバー複合体装荷 NRD ガイド型テラヘルツ波移相器

において、立ち上がり応答時間は約 1 sであり、立ち下がり応答時間は約 0.14 s

であり、位相変化量は約 60°であるため、本研究ではマイクロ波からテラヘルツ

波帯で動作する液晶装荷移相器において、本移相器は実用化の可能性が高く、バ

ランスの良いデバイスを実現できたと考えられる。 

本論文においては、応答時間が 1 s以下という目標は達成でき、マイクロ波ミ

リ波移相器の応答改善に光重合型 PSNLC の使用が有効であることと、MSL 型

移相器の方が CPW型移相器と比べ効率が良いこと、実用化が有利であることを

確認できた。さらに、テラヘルツ波領域において新たなデバイスとして液晶装荷

NRD ガイド型テラヘルツ波移相器を実現し、デバイスの応答改善に二周波液晶

の使用または液晶／ナノファイバー複合体の使用の有効性があることを確認で

きた。本論文で得られた成果は、液晶を用いたマイクロ波からテラヘルツ波帯で

動作する液晶装荷移相器の実現に寄与すると考えられる。 
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